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○桜井主査 それでは、今日出席予定者の方は全員そろいましたので、時間にもなりま

したので、第６回ワーキンググループの議論を開始したいと思います。 

 今日予定しておりますのは、メニューは、本当に皆様のおかげで非常に出席率も高く、

第３回から３、４、５と論点整理の各論点項目について皆さんとディスカスをして、そし

て全体の人事制度のあり方、いわゆるその中で特に人事局の機能、人事局のあり方という

ものを念頭に置いて議論していただきました。 

 しかし、時間の都合でかなり方向性のところまで着地しないでどんどん項目を処理して

いくということもありましたので、今日は３、４、５回で論点の議論が方向性を見出すと

いうところまでいっていないものについて特に順番に議論していきたいというふうに思っ

ています。 

 それで、事務局のほうから、今までの３、４、５回の論点整理、残された問題、課題と

いうのをお話ししていただきますので、それぞれに引き続き、そういう不足分について議

論をしていくということになります。 

 それでは、その本論に入る前に、今日事務局のほうからまず資料説明として、事務局資

料、今私が言いました３、４、５回でどんなことが議論され、論点の中でもまだ詰め切れ

ていない部分は何かというのを説明してもらうと。 

 それから、田中先生からレポートが、人事制度というものに対するあり方としてこうい

う考え方が必要ではないだろうかということで、先生のほうから資料が出されております

ので、ちょっと５分ぐらい説明をしていただきます。田中先生の資料についてのご説明に

Ｑ＆Ａを質疑のところでやりますと、これはまた別途時間が必要となりますけれども、先

ほども私が申し上げました論点で不足している議論があるというところに、ずっと私たち

は展開していかなければいけないので、そのときに田中先生の資料あるいは考え方という

ものを大いに参考にし、そこで先生に確認あるいは質問というものがありましたら、その

ときに出していただくというふうにしたいと思っております。 

 それでは、事務局のほうからまず資料説明をお願いします。 

○岡本次長 それでは、まず資料１、これまでの議論の整理の紙からご説明申し上げま

す。 

 この紙は、今、主査のほうからご説明ありましたように、第５回の金曜日のワーキング

グループまでにおける先生方のご意見をまず項目ごとに整理させていただきました。 

 特に内閣人事局の、前回も申し上げましたけれども、組織、予算のあり方に関連する重

要な論点を黒丸で論点のところに掲げさせていただいております。できますれば、こちら

のほうを優先して今日ご議論をお願いしたいというふうに思っております。 

 あせて、それに関連いたします論理的に重要な項目、これもあわせて丸印で論点という

形で整理をさせていただいています。これにつきましては、法案提出までの間に議論をま

たお願いしたいということになろうかというふうに考えております。 

 それで、今日の資料１でございますが、前回の金曜日のときにお配りしました資料から
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修正をしております。特に 14 ページより前の部分、国家戦略スタッフまでの部分でござ

いますが、前回のご議論で追加的に記入させていただいたものに網かけをさせていただい

ております。 

 それから、15 ページ以降につきましては、全く新規に書き起こしたというふうに思っ

ていただいても結構かと思いますので、そのようにご理解いただきたいと思います。 

 それで、構成なんですが、まず各テーマといいますか、項目ごとに点線で基本法の規定、

あるいは基本規定の解釈のようなところを掲げさせていただいております。その後に先生

方のご意見を集約、整理させていただいたということでございまして、その後に論点と。

特に黒丸は予算、組織に関連するものでございますので、できますれば早目にご議論をお

願いしたいということでございます。 

 若干内容に関しまして補足的に説明をさせていただきたいと思います。 

 まず１ページでございますが、内閣人事局の機能の範囲ということでございます。 

 ここにつきましては、基本法第 11 条１号に３項に分かれて内閣人事局の機能が整理さ

れております。特に第５条第４項の事務、いわゆる「一元管理」の事務の具体的な内容、

それからこれに関連する業務、事務のみならず、内閣人事局が国家公務員全体の人事管理

について説明責任を果たす、そのために必要な事務についても検討する必要があるという

ことを頭に入れていただければというふうに思って、あえて掲げさせていただきました。 

 当然のことながら、２ページでございますが、これに関しまして、１つ目の黒丸でござ

いますが、内閣人事局というものにつきましては、いわゆる「一元管理」の事務のほか、

国家公務員全体の人事管理に関する制度、その運用の全般について企画立案、方針決定、

基準策定、目標設定を行うことを基本とすることでよいかということがまず１番目の大き

な議論かと思います。 

 特にそこに掲げました１、２、３のような項目についてご議論いただければというふう

に考えておるということでございます。 

 それと、内閣人事局が行う個別の事務につきましては、先生方のほうから、定年ですと

か、給与体系でございますとか、あるいはそれに関しまして幹部候補育成課程のあり方

等々、研修のあり方等々につきましてご議論していただきました。 

 そのようなご議論を踏まえまして、３ページの論点でございますが、具体的にどのよう

な事務を内閣人事局が行うか、その範囲はどう考えるかということが出てまいります。 

 先ほども申しましたことに関連いたしますが、それぞれの事務につきまして企画立案、

そういったものの実施をどのように考えていったらいいのかということがございます。当

然、各部署、人事院との関係と役割分担についても考えていくべきだろうというふうに思

います。 

 それから、次の黒丸でございますが、「当面」と書いておりますが、次期通常国会なん

かを想定いたしまして、内閣人事局が担うべき給与等に関する事務と労使関係制度の検討、

これは 23 年通常国会において法案提出を目標としておりますが、それとの関係をどう考
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えるかというようなご議論もあろうかというふうに思います。 

 内閣人事局に関しましては、中立性との関係のご議論もしていただきました。 

 そこで、３ページの下の論点でございますが、内閣人事局の事務と公正・中立性との関

係をどう考えるかということがございます。 

 この点に関しましては、２つあろうかと思っておりまして、現在人事院が公正・中立確

保の観点から担っている事務について、内閣人事局が担うべきものがあるのかという論点

が１つあろうかと思います。 

 また、別の観点から申しますと、内閣人事局を担う事務全般について、その公正・中立

性の確保というものをどう考えていったらいいかという論点があろうかと思っております。 

 例えばというふうに書いて、１、２、３と書いておりますが、そのような論点が先生方

のほうにご議論をお願いしたいということと整理をさせていただきました。 

 次、５ページでございますが、「一元管理」のあり方についてご議論をしていただいた

かと思います。基本法につきましては、５条４項につきまして、そこに掲げさせていただ

いたような項目、拾い上げますと 11 項目について整理をしておりますが、これをどうい

うふうにとらえるかということでございます。 

 その下の３行でございますが、内閣人事局が一元的に行う事務につきましては、幹部職

員、管理職員に限定されているものではありません。職員全体を対象にしておりますが、

上位の職員ほどより直接的、強力な管理を行う仕組みになっているかと思います。 

 これに関しましてのご意見というふうにちょっと整理をさせていただきましたが、まず

幹部職員とはどのような役割を果たすべきかというご議論があったかと思います。 

 ６ページにまいりまして、それに関する具体的な事務といたしまして、適格性の審査、

候補者名簿の作成、任免協議のあり方についてご議論をしていただきました。 

 このご議論に関しまして、７ページでございますが、まず真ん中のあたりをごらんいた

だきたいのですが、適格性の審査、候補者名簿の作成、任免協議につきましてどこまでが

能力・業績主義徹底の過程なのか、どこからが政治応答性の徹底の過程なのかというご議

論が前回あったかと思います。 

 ただ、これにつきましては、先生方の中でいろいろなご議論があったと思いますので、

これをまず整理をさせていただけないかなと。論理的にはこれは白丸なんでございますが、

これに関しまして第三者委員会というご議論も出ましたので、そういう意味においては第

三者委員会のほうも組織に関連いたしますので、上のほうのご議論も黒丸であるのかなと

いうふうに整理をさせていただいたということでございます。 

 ７ページ以降は、幹部候補育成課程についてのご議論があったかと思います。 

 これに関しましては、育成の目標でありますとか、あるいは対象者の選定方法でありま

すとか、規模でありますとか、課程の具体的な内容ということがあったかと思います。論

点もそこに掲げさせていただきましたようなことがあろうかと思いますが、これを今の段

階で決め切るという必要はないかと思いますが、これは法案の提出のほうに向けてご議論
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していただくようなテーマかなというふうに考えております。 

 ８ページ以降は、公募あるいは官民交流についていろいろご議論があったということを

整理させていただきました。 

 10 ページにいっていただきまして、内閣人事局が公募、官民交流についてはどのよう

に事務を行うかということにつきましては組織に関連すると思いますので、黒丸に整理を

させていただいたということでございます。 

 企画立案、方針決定、基準策定、目標設定のみを行うのか、あるいは実施の部分まで至

るのかということ、それとの関係におきまして、官民人材交流センターとの役割分担とい

うような問題も出てこようかと考えております。 

 12 ページにまいらせていただきたいと思います。 

 ここからは、国家戦略スタッフ、政務スタッフのあり方でご議論をしていただきました。 

 ここにつきましては、先生方のほうから役割でありますとか、規模でありますとか、人

材の内容、働き方、チームでやるのか、個々でやるのかというような議論でありますとか、

あるいは一般職から国家戦略スタッフに任用された場合の政権交代時等の扱いについてと

いうようなご議論があったかというふうに思っております。 

 組織関連ということになりますと、14 ページにまいりまして、それぞれスタッフの役

割、規模あるいは処遇等々についてどう考えるかということが一つ出てくるんではないか

なというふうに考えております。 

 特に国家戦略スタッフ、政務スタッフにつきましては、現在ございます内閣総理大臣の

補佐官、大臣政務官との関係というのをまず整理をする必要があるのではないかと。その

後で、一定の規模のチームとして活動することも想定して、時々の内閣の判断により、よ

り活用しやすいものとするために弾力的に規模、処遇を考えていってよいかというような

ご議論もあろうかというふうに考えております。この点につきましては、今日ぜひともご

議論していただければなというふうに考えております。 

 15 ページ以降につきましては、それぞれ非常に重要な論点でございますし、法案提出

に向けてはいろいろ検討しなきゃいけない項目かと存じ上げますが、先ほど、黒丸、白丸

の観点から申し上げますと、ほとんど黒丸になるような論点はないのかなというふうに考

えております。 

 まず、15 ページの定年まで勤務できる環境の整備、あるいは定年延長、あるいはこれ

に関する給与体系の整備につきましてはいろいろご議論をしていただきました。 

 16 ページにまいりまして、高齢期の処遇でありますとか、定年以降の対応、定年延長

の問題、それから定員削減、総人件費抑制との関係等々ご議論していただいたということ

でございます。 

 17 ページにおきまして５項目ほど論点として整理をさせていただいておりますので、

適時今日のご議論に参考になれば、議論をしていただければというふうに思っております。 

 18 ページにつきましては、幹部職員の任用・給与の弾力化、これも重要なテーマでご
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ざいますが、先ほどからも繰り返し申しておりますが、組織、予算には直接関係しないと

いうふうに考えておりますので、先生方の整理ということでご説明させていただきますと、

18 ページには、幹部職員の下位の降任の弾力化というような議論があったかと思います。

それから、弾力化の範囲でありますとか、幹部職員に関する新たな制度というのはどうい

うものであるかというようなご議論もあったかと整理をさせていただきました。 

 20 ページにつきましては、それに関する論点を掲げさせていただいております。これ

も適時先生方のほうで必要があればご議論に供していただければというふうに思います。 

 21 ページ、22 ページは、最後、国際性の向上についてご議論していただいたものをま

とめさせていただいたということでございます。 

 繰り返しになって大変恐縮でございますが、本日のご議論という意味におきましては、

できる限り黒丸というものを先生方の頭の中に入れていただいて、一通り議論していただ

ければなというふうに考えておりますのでよろしくお願い申し上げたいと思います。 

 特に２ページ、３ページの黒丸につきましては、12 日、次回ヒアリングをさせていた

だきますときに先生方の意識を事前に明確にしていただきますと、関係省庁に対して問題

意識を伝えさせていただいて、議論がかみ合うような方向に持っていくことも可能かと思

いますので、そのあたりはご議論していただければというふうに思っておるということで

ございます。 

 あわせて、資料２－１から簡単にご説明をさせていただきたいと思いますが、よろしゅ

うございますでしょうか。 

○桜井主査 はい、どうぞ、やってください。 

○岡本次長 お手元のほうに人事行政に関する現状の組織等々の整理をさせていただい

た資料を置いております。 

 まず、２－１につきましては、これは顧問会議のほうへの提出資料でございますが、国

家公務員の人事行政に関する業務及び人事行政に関連する業務等の現状ということで、各

関連省庁、これは多くは局ベースでございますが、整理をさせていただいた資料でござい

ます。 

 上のほうに人事行政に直接関する業務、下のほうにはそれに関連する業務という形で整

理をさせていただいているところでございます。これにつきまして次回ヒアリングしてい

ただくというような形になろうかと思います。 

 恐縮ですが、次の資料の２－２、これは国家公務員の人事行政に関する機関というもの

を組織図的に整理をさせていただいたものでございます。これは後で見ていただければな

というふうに思います。 

 資料２－３は、先ほどの２－１をもう少し詳しくした所掌事務について、これは主に法

律の文言等から引っ張ってきた整理をさせていただいているということでございます。こ

れも参考にしていただければと整理をさせていただきました。 

 資料２－４、最後の２枚紙でございますが、これは内閣官房の組織について絵をつくら
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せていただいたということでございます。内閣官房の中にある具体的な組織というもので、

総理大臣、官房長官、官房副長官、その他関係組織について整理をさせていただき、括弧

書きは現状の運用などについて書いております。どのような人がつくのか、それから給与

はどのような水準なのかということを掲げさせていただいたということでございます。 

 それから、次の紙でございますが、ここは参考までに、内閣官房以外に内閣に置かれる

機関ということで整理をさせていただいたということでございます。 

 以上、大変端折って恐縮でございますが、今日ご議論していただきたいということで用

意させていただいた資料を説明させていただきました。よろしくお願い申し上げます。 

○桜井主査 ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、先ほどちょっとご紹介しました田中先生の「国家公務員制度期

方法の具体化に向けて：制度設計案」と題しまして、５分くらいでお話を伺えればと思い

ます。よろしくお願いします。 

○田中（秀）委員 機会をいただきましてありがとうございます。 

 まだ穴だらけのペーパーですのでぜひご批判をいただければと思います。 

 初めに基本戦略ということですが、正しい処方箋を提案するためには、正しい診断をし

なければなりません。霞が関の基本的な問題は、この企画立案能力と組織マネジメントの

低下だろうと思っています。その背景には、いわゆるセクショナリズムとあいまいな政官

関係があると思っています。 

 基本法はすばらしい第一歩を築いたと思いますが、背景にある２つの問題にこたえるよ

うに制度設計をする必要があるというのが基本的な考え方で、その基本的な考え方は人事

管理の原則としては一般公務員は能力・業績主義であり、それから政治任用職はリーダー

シップを高めるということです。 

 専門性、応答性ということは一般に言われるんですが、抽象的でよく分からないので、

例で申し上げます。アメリカがイラク戦争を始めるときに、理由としてＣＩＡが大量破壊

兵器を持っているというレポートを書きました。それが一つの大きなきっかけだった。結

局見つからなかったわけですね。これは上院でも審議されたわけですが、真実は分かりま

せん。分かりませんが、ある意味で大統領への応答性の結果だと思います。大統領が黒と

言えば黒、白と言えば白になります。 

 一般公務員は、事実に基づいて報告書をつくるべきであって、分からなければ分からな

いと答える。もちろん、見つからなくても戦争をするかどうかは大統領が政治的判断をす

べきであって、そこがまさに専門性と応答性の最もクリティカルなところです。一般公務

員は専門性に基づいて報告する。他方大統領の、あるいは政治的リーダーシップに対する

応答性が弱くなる可能性もあるので、だからこそ今回政治任用職というのをつくったので

はないかと思います。 

 それから、組織については、今まで実は人事管理コストというのはほとんどゼロに近か

ったんですね。職種別、年次の中で管理していただけですから。それを横断的に、あるい
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は民間からも入れて管理するということになると膨大な人事管理コストがかかります。そ

れを踏まえて、集権化と分権化のバランスを図る必要があるのではないかと、こう思って

おります。 

 ポイントだけ幾つかかいつまんでお話しをしたいと思います。 

 ２ページの公務員の種類に応じた任務・役割の再定義ということですが、中立性・専門

性を担う公務員と政治性・応答性を担う公務員を峻別することが重要です。これまではあ

いまいな関係であったからこそ、ここは極めてポイントになります。具体的な行動規範、

ガイドラインをつくらなければいけないと思っています。例えば、これは、先月、ある新

聞記事が伝えていたのですが、業界と関係議員が予算要求に向けて決起集会をやっていま

した。別にそれはそれでいいんですけれども、それに某省の審議官が加わっていたという

報道がされていました。日本だと、我々は多分ごく普通のように思いますけれども、イギ

リスだと多分アウトです、公務員の政治的行動に当たります。もちろん、細かいことをこ

こで議論する必要はありませんが、そういう厳しいルールを定め、他方、政治任用者も一

般公務員を指揮・命令してはダメと書きます。これはイギリスでもそういう仕組みになっ

ています。大臣の威をかりて政治任用者が勝手な行動をする、そういうことになりかねな

いので、そういう具体的なガイドラインをつくる必要があります。 

 それから３番目、今回の改正の最も重要な肝は、幹部公務員の任命プロセスだと思いま

す。任命プロセスに当たっての幾つかの原則を書いたんですが、（ｂ）ところに中立性・

専門性、あるいは能力・業績主義をチェックする仕組みが必要であると書きました。 

 最後はもちろん任命権者が決めるわけで、そこに裁量性があっていいと思うんですが、

皆さん内閣人事局というのはどういう組織になるというイメージをお持ちでしょうか。私

は、この内閣人事局は霞が関で最大・最強の権力機関になると思っています。もちろんそ

れでいいのですけれども、そうすると、人事をめぐって自薦他薦、それからコネと、そう

いう弊害が起こりかねないんだと思います。それをはねのけるほどちゃんと内閣人事局が

全知全能の神ですべてを見通すことができるのであればそれでいいと思いますが、私はそ

んなにナイーブではありません。 

 それから、適材適所ということで、内部登用、公募をできるだけ同じ任命プロセスにす

るべきです。 

 それから、（ｄ）のところですが、幹部職員の任免に当たっては、政府横断的な仕事を

行った実績や今後の可能性を持つ者を登用すべきです。よくこの議論で、内閣官房とか内

閣府に行ったらノーリターンかリターンかという議論がありますが、私はリターンすべき

だと思います。内閣官房で政府全体の仕事をやった人をリターンさせるべきだと。という

のは、議論はよく分かるんですが、こういうふうに考えてみるとよく分かると思います。

政府全体のことを考える日の丸官僚は内閣官房か内閣府に集まるとしましょう。リターン

しないとすると、各省庁には、各省庁の省益を追求する人たちだけが残ることになります。

これは私は論理矛盾だと思うんですよね。 
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 それから、（ｅ）のところで、原則として、もちろんこれは原則ですけれども、同じポ

ストに３年ついて評価をします。今はどんどん人事の周期が短くなっていまして、１年で

すよね、多くは。そうすると、１年だと、可もなく不可もなくと過ごすことがインセンテ

ィブになります。業績を残すということを考えない。業績といっても、別に私はたいそう

なことを考えているわけではなくて、例えば部下を育てた、あるいは残業時間を 10％低

減したんだと、そういうこともちゃんと業績として評価するべきだと思います。 

 具体的な任命プロセスとして、次官のところだけお話ししますが、次官が空席になるこ

とを確認した後、事務の官房副長官が幹部職員適格性審査合格者の中から３名程度を記載

した候補者名簿の案をつくります。その際には当該省庁の大臣等の意見もききます。既に

幹部職員になる前に、通常であれば、局長であればこの審査に合格していますので、ここ

で改めて適格性の審査する必要はないんだろうと思います。 

 その後、任命審査委員会で候補者を審査し、順位をつけて官房長官に推薦します。官房

長官は、この中身を見て、場合によっては変更してもいいですし、あるいはもう一回審査

をやり直せということも言っていいんだろうと思います。 

 ニュージーランドの例を申し上げると、人事院みたいなところに第三者委員会がつくら

れて評価しますが、内閣がもちろん拒否できます。拒否できますが、その理由を説明しな

ければならないというふうになっていまして、内閣はもちろん最高の人事権を持っていま

すけれども、政治任用を防ぐためにそういう厳しい制度を導入しています。ここは非常に

荒っぽく書いていますけれども、ぜひこういう仕組みは必要があると思っています。内閣

人事局に最大の権力が集まるわけで、それを防ぐメカニズムが私は必要だと思います。 

 それから、飛ばしまして、５ページ、ここでは課長級・室長級の任命プロセスも書いて

います。この趣旨は、公募をやるということになっていますので、公募も内部登用も基本

的にできるだけ同じようにするべきだという意味で書いています。 

 それから、次は飛ばしまして、最後の組織の話をしたいと思います。 

 基本的には、内閣人事局は内閣官房にふさわしい戦略的機関、非常に抽象的ですけれど

も、そういうイメージを持っています。基本的な関係法律は所掌します。人事局はオール

マイティであるべきだと思うんですが、すべてをやる必要はないと思います。今、各省が

やっている業務は、日々の日常業務が膨大にあるわけです。さらに今後評価とか任用プロ

セスを考えるとさらにこれが増えると、そういう状況に私はなると思います。そうした中

で、内閣人事局がすべてを抱えることはかえってマイナスになるのではないかと思ってお

ります。 

 私個人のイメージですけれども、内閣人事局の最大のミッションは、政府全体の見地か

ら職務を遂行できる将来の次官を育成し、登用することだと思っています。そのために管

理職あるいは課長職からいろいろな評価データを集めていくというふうに思っています。 

 この議論をマスコミ等でいろいろ聞いていてつくづく私は思うんですけれども、内閣人

事局がいわば水戸黄門であり、各省庁は悪代官であると、こういうイメージでよく議論さ
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れます。もちろん、公務員の不祥事であるとか政治的行動は厳しく批判されるべきだと思

いますが、だからといって、例えば民間会社で本社の人事部局が支店長とか現場の管理者

を信用しないで常に取り締まろうと、そういうことをしている会社が成功するだろうかと

思うわけです。私は幹部公務員の管理は基本的に内閣人事局がやりますが、その府省にお

ける人事管理はやはり事務次官が責任を持って、さらに財務の責任を負って仕事をしても

らうと、そういう考え方が必要だと思います。 

 よく予算の無駄遣いが中央省庁でも特殊法人でも議論になります。その最大の理由は、

権限と責任を与えられている人がいないことにあります。民間でいうと多分ＣＦＯという

人たちがいるのです。例えばイギリスとかオーストラリアですと、次官はＣＦＯという役

割を担っていまして、各省庁の財務諸表にサインをして国会に提出する義務があります。

お金がちゃんと効率的に使われていない、あるいは無駄に使われているということであれ

ば、サインをした責任を問われるわけです。次官にそういう役割を与えることが効率化を

目指していく道だと思います。 

 最後にちょっとまとめますと、今回の国家公務員改革の大きな目的の一つは、政治主導

の確立だということです。全くそのとおりだと思います。それから、世界中の多くの国で

政治主導に向けたいろいろな取り組みが行われております。 

 他方、それに伴っていろいろな副作用が起きていることも事実す。先ほど、アメリカの

イラクの問題の話をしましたように副作用も出ていますので、政治主導を強めれば強める

ほど中立性や専門性を担保する仕組み、あるいは中央人事行政機関の評価やチェックする

仕組みを強化しなければなりません、霞が関や永田町だけの問題であればいいと思うんで

すけれども、結局仕事がうまくいかない、あるいは組織がうまくいかなくなって困るのは

国民だろうと思うんです。だから、政治主導を進めていくのだけれども、中立性・専門性

を担保する仕組みを我々はきちんと考える必要があるんだろうと思います。 

 非常に端折って申し上げましたけれども、以上で説明を終わらせていただきます。 

○桜井主査 ありがとうございました。 

 大変重要な基本的なコンセプトの問題をお話しされましたので、本当はいろいろとやり

たいんですけれども、早速議論のほうに入りたいと思います。 

 基本的なことでありますので、特に今の３つ、任免について、専門性・中立性と、それ

から主導型というもののバランスをどうとっていくか。むしろはっきり言うと、公正・中

立という面の確保というものをどういうふうにするかという話、あるいは、要するに内閣

官房というか人事局が非常に権限の強いものになるということで、権限の強いということ

対してのガバナンス機能をどういうふうに持っていくか、構築するかというあたり、それ

から、最後に組織ということについては、かなり権限の集中化ということと、実務がそれ

に伴っていろいろと膨大な組織ということになって、これが本当に機能するのかというこ

とで、分権化と集権化とか、分散化と集中ということをどうバランスをとるかということ、

この辺の課題がかなり次の論点のところにも随分出てきますので、そこでひとつご議論い
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ただきたいというふうに思います。 

 それでは早速、まず第１番目の、資料１をちょっとごらんいただきたいと思います。資

料１で、まず第１番目に、１ぽつの内閣人事局の機能の範囲ということであります。 

 先ほど事務局からごく粗粗に説明がありましたので説明は省略しますけれども、早速２

ページ目の論点、内閣人事局、いわゆる「一元管理」の事務のほかに、国家公務員全体の

人事管理に関する制度とその運用全般について企画立案、方針設定、基準策定、目標設定

ということを基本とすることでよいかと。逆に言うと、さっきの説明にもありましたけれ

ども、全体の人事管理に関する制度の運用の全般についてということで、その中身、これ

をひとつご議論いただきたいなというふうに思います。 

 これに関することが次のほうにもありますので、次のほうもひとつ視野に入れて、３ペ

ージ目ですね。内閣人事局の具体的事務の範囲、それぞれの事務について、企画立案のみ

か、それとも実施まで行うべきなのかということ。それから、各府省、人事院等との実施

事務の役割分担というあたり、この辺をひとつご議論いただきたいというふうに思います。 

 それでは、どうぞよろしくお願いします。 

 最初に２ページ目の内閣人事局がいわゆる「一元管理」の事務のほかに、公務員制度全

体の人事管理制度と、この運用全般ということですね。この辺をちょっと整理してみたい

なというふうに思いますので、こちらの意見をいただきたいなというふうに思います。こ

れは非常に広い問題設定なものだから、入りにくいという気はするんですが、結局、内閣

の「一元管理」ということで、基本法において２つのことをいっているわけですね。「一

元管理」、これは特に基本法の第５条４項、11、並んでいますけれども、これについては

ある程度基本法では明確にうたっていると。 

 しかし、もう一つは、基本法の中でも公務員全般に対して、全体に対しての総合的な立

場に立っての説明責任を、人事管理の説明責任を持つというところとのバランスというか、

課題なんですね。本当はマトリクスでも書いて整理して、今までの議論でどこが埋まって

いて、説明責任という点ではどこがどういうことを議論されたかということが分かってい

ると非常にやりいいんだけれども。 

○川戸顧問 一番のポイントは、やはりこの給与体系、ここまで全部管理をするという

こと。ここだけをまずは押さえていく必要があると思うんです。今おっしゃったように、

田中先生が６ページ目に書いていらっしゃるように、やはり内閣人事局というのは国家公

務員法、給与法、退職手当法、そこの云々ですよね。それとともに、新たな幹部職員や管

理職員を対象とする給与制度の設計、クラス別の定数管理などを一元的に行う、ここのと

ころが私は最低のコンセンサスじゃないかと思うんですけれども、ここの所掌事務と。つ

まり、企画立案、方針決定、基準策定、目標設定、企業も全部含めてそこを行うことを基

本とすることで私はいいと思います。 

 その後は、どこまでするか、その実施をどうするかというのは、逆に言えば次回の各省

庁からのヒアリングを聞いて、じゃどこまでという議論ができるのではないかという気が
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いたします。 

○桜井主査 どうですか。私、それは中心的な話だと思っているんです、実は。今まで

の議論でもずっとかなり重点的に議論したのは、人事管理の本当のかなめのところという

のは何かというと、やはり資格制度であり、そして、それに対する給与制度であり、そし

て、それを結びつける人事評価だと思うんですよね。要するに、資格制度があって、そし

て給与制度があって対応した。そして、どこにその人を張りつけていくかということは人

事評価なんですよね。ここを、どういう精神のもとに、ねらいのもとに資格制度をつくり、

そして、それに対応する給与制度、どういうファンドを持たせたり、あるいはどのぐらい

のレベルにしたりという給与制度があって、そして、各年あるいは半年ごとの人事評価と

いうものをどういう基準で人事評価をしていくかということで、この３セットがしっかり

として動き出すということが非常に大事だと。 

 当然のことながら、採用から退職までということで、そのほかの機能はありますけれど

も、中核的になっているのはそこだと思うんですね。この辺で、まず幹部のところにおい

ては、一体幹部のところは規格的な、要するに方針を設定して、今の３つについて給与制

度にしても、あるいは資格制度にしても、あるいは評価制度にしても規格的なことだけで

いいのかというと、これは規格、それから基準づくり、そして方針、基準づくり、そして

実際の評価というものが多分幹部のところでやるべき項目だということで、実施まで入っ

ているわけですね。 

 ところが、幹部以外のところ、管理職というのは別ですね。管理職については、方針の

設定と基準づくりと、そして人事評価の基準づくりというところでいいのか、これまでで

いいのか、実施まで入るのか。 

 それから、一般職のところは、そのほかの職のところはどうなのかという、この辺の割

り振りの問題がここの話だと思うんですよね。というふうに理解していますけれども、皆

さん、どうぞご意見がありましたら。 

○草野委員 まだ頭の中が整理できないのは、各省のいわゆる人事権と内閣人事局の人

事権との整理をどうしていくかというところが、まだきちんと共通認識になっていないの

かなという感じがするんですよね。さっき田中先生がおっしゃった、いわゆる黄門様の印

籠と悪代官の関係みたいなところもどう整理していくのか。 

 最初は内閣人事庁でしたよね。そこに全権限を与えてやらないと、縦割り行政の弊害は

恐らく払拭できないだろうというふうに思っていたんですけれども、観念的には思ってい

るんですが、でも、そうすると、各府省の人事権を全部そっちへ持っていくと、大臣とい

うのは一体何をやるのかと。大臣を全く信用していないということになればそれでもいい

のかもしれませんけれども。しかし、大臣はやはり少なくとも自分のところの省の中の人

事権はきちんと把握しておかなきゃいけないということになってくると、そこのところは

ある程度整理しておかないと、何か議論していってもまた元に戻ってしまうのかなという、

そんな感じがちょっとしています。 
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 一方では、田中先生もおっしゃったので、私が言うことではないでしょうが、ためにす

る議論ではなくて、内閣人事局にすべてを持たせると物すごい権力を持ったモンスターが

できてしまう。そこのところには、やはりきちんと外からチェックが入るような、監視が

入るような体制を一方でつくっておかないと、やはりかなり怖いなという感じが正直言っ

てすると思いますけれども。 

 以上です。 

○桜井主査 これはやはり、先ほどの、まず一つは資格というものがどうあるべきかと

いうところについては、ちょっと整理して議論したいのは、今、多分既にある程度は決ま

っている話だとは思うんだけれども、その基本的な考え方というものは人事局の範囲だと

思うんですよね。 

 それから、評価の基準というのも、これは人事局の話だと思うんですよね。そして、人

事評価は、給与テーブル、これも人事院との問題があると思うんですが、これは給与テー

ブルも人事局の問題だと思うんですよね。基本的な考え方、そしてその設計。そして、実

際にこの運用というところで人事評価なんですよね。人事評価というのは、幹部について

は、これは今、基本法で言うと、まず人事評価、一義的には幹部については各府省が行っ

て、そして、その府省で行ったので承認をさせる、あるいは幹部に信認を、幹部に選ぶと

いう推薦のところは、それから、承認の推薦のところは各府省が行って、それで、あとは

適格性審査というものを内閣人事局が行うということである程度整理されていると思うん

ですね。 

 それで、田中先生が言われるように、これはかなり今まで重要職のところの審査という

ものを持っているから、ここでやはり第三者チェックというものをかみ合せる必要がある

だろうということだと思うんですね。 

○田中（秀）委員 今、主査がおっしゃったとおりで、法律の原則は、任命権はあくま

でも各省大臣にあります。ただ、その候補者を選ぶ過程で内閣が関与しますというのが基

本的な姿。 

 それから、この企画や事務の話は、理論的に言えば多分こういうような整理になると思

います。法律の改廃に伴う企画立案事務、それに伴う実施事務、給与表の適用なんていう

ものも実施事務、ということが縦軸にあって、横に幹部公務員、管理職という上の人たち

の話とそれ以外の人たち、２掛ける２のマトリクスがあるんだろうと思います。 

 私は、イメージとしては、内閣人事局は幹部に集中すべきだと思うのですが、ただ、他

方、法律の構成からいって、例えば給与法なりそれぞれ個別の法律を幹部用の法律と一般

用の法律で分けるのか、あるいは分けることができるのかということがあると思うのです。

ここはちょっと私は法律の専門家ではないので分かりませんので、何とも言えないのです

が、そう簡単ではないのではないかと思います。理想的には幹部に集中したほうが私はミ

ッションがはっきりしていいと思いますけれども、実際問題として、すべての法律を切り

分けることはできるのかというと、なかなか難しい。給与などはできるかもしれないけれ
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ども、ほかの法律はそう簡単ではないかもしれない。 

 そういうときに、まず企画立案も、それでもすべてをやるか、あるいは、場合によって

は内閣人事局が、ほかの担当省庁にお前はこういう方向で企画立案しろ、できたら私が見

るというような関係でもいいですし、実施部門のほうも膨大になりますので、チェックす

るなり見ることは必要だと思いますが、全部抱えるというのも現実的に難しいのではない

かと思います。人事局に何千人も集めてやるというならそういうのもあるかもしれません。

あるいはみんな徹夜で仕事をするというのであればそれもあるかもしれません。すみませ

ん、具体的なお答えは、それは来週のヒアリングを受けてからだと思うんですが、そうい

うふうに、どのマトリクスを選ぶかということになるのではないかと。 

○桜井主査 今のご意見で確認したいんですが、人事局というのがすべての公務員に対

して、幹部も管理職もその下も、例えば、仮に給与テーブルというのがどういうテーブル

になるかと。要するに、給与がこの資格に対しては幾らというのがこれですね。これの基

本的な考え方とテーブルづくりとそのもの自体を、運用は任せますよね、当然のことなが

ら、評価で任せていくんですから。あるいは改廃のとき、全部の職員を対象にして人事局

がやるかどうかということ。ここのところは、基本的には全部基準づくりというものは人

事局がやったほうがいいと考えたときに大変な業務ということになるということですか。 

○田中（秀）委員 それだけかもしれませんね。 

○桜井主査 運用のところというのは、当然のことながら、そのテーブルをもとにして

人事評価を行って、それでつけていくと、ある意味じゃ機械的に。そこのところは各府省

に任せるというふうになると、相当まだそれでも大変なボリュームの話ですから。企業で

いうと、人事本部はそれをやっているんですよね。運用のほうは任せますよと。 

 どうぞ。 

○田中（一）顧問 岩田先生のほうが先に。 

○岩田顧問 ちょっと別のテーマなので、どうぞ、今の議論。 

○田中（一）顧問 今の関係で申し上げます。 

 今、主査のおっしゃったこともそのとおりだと、田中さんが説明したのもそうだと思っ

ています。 

 つまり、人事に関して、人事管理に関して幹部も管理職もその下も、基本的なあり方、

企画立案、あるいは既存の制度を変える、こういうことは内閣人事局がやると。しかし、

決めた基準をみずから適用するか、任せるかというところで一つ分かれるのは、幹部職員

というものについては、これも各省が一応案をつくって、人事局がそれを適格性審査をし

たり、あるいは、最後は当該大臣の責任が当然ありますから、総理、官房長官が協議して

決めるということは総理が決めるということになるんですが、幹部職に対しては。 

 一般のそれに対しては、基準の適用が的確に行われているかどうかということんいつい

て、内閣人事局にチェック機能を持たせるかどうかということですね。各省に任せるんだ

けれども、人事局が的確にやっているかどうかというチェックをみずからやるのかどうか、
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あるいは第三者機関を設けてやるのかということになるんだろうと思います。 

 できるだけ任せられる実施事務は各省に任せる、人事も含めて、というのが基本的な考

え方だろうと思います。 

○桜井主査 どうぞ。 

○小山委員 今の田中先生のご意見に賛成でございます。 

 やはり一部局に強大な権限を持たせるということは、組織全体がそこにしか目が向かな

いということになります。企業においても、人事部門があまりにも強いと現場の足腰が本

当に弱くなるという現象があらわれると思います。 

 それで、一つ提案なんですが、この問題について、縦軸にプラン・ドゥ・シー、横軸に

幹部職員、管理職員、一般職員、その他の職員と区分し、それらをマトリクスにして、ど

こが何を担当する、こういう職員についてはどこが担当するというものをつくったらいい

んじゃないかと思います。 

○桜井主査 恐らくそれで整理いいですね。 

○屋山副主査 これをやるには、給与法の改正というのはやはり不可欠になると思うん

ですよね。そうすると、仮に内閣人事局がつくりましたと。急いでつくることになって、

そうすると、給与法があとから来るというスタイルは、これは骨抜きになる可能性がある

んじゃないですか。内閣人事局ができたけれども、給与の体系は今までどおりにあるとい

うと、これは何のためにできているんだと。 

○田中（一）顧問 それを言っているんじゃないんですよ。それを人事院とかほかにや

らせるというんじゃなくて、それ自体が企画立案じゃないですか。給与を決めるときに調

査が要りますよね。あれをやめるかどうかは別だけれども…… 

○屋山副主査 どういうふうに決めるかは田中さんのおっしゃるとおりでいいんだけれ

ども、内閣人事局を慌てて今つくる話になっていますよね。要するに、間に合うか、間に

合わないかというのが問題になって、つくるのは結構だけれども、しかし、給与法を置い

てけぼりにしてこれをつくってどういう意味があるのかなと、そういう基本的なところが

疑問なんですよ。 

○田中（一）顧問 屋山さんのおっしゃるのは、今、人事局がどうあるべきか議論して

いるけれども、それと同時に給与のことをやらないと人事局自体が骨抜きになる。当然、

人事局自体を議論するには給与法のことをちゃんとやらないと、今、慌てて人事局だけの

ことを権限だ何だかんだやっていると骨抜きになるんじゃないかと、こういうことをおっ

しゃっておられるわけですね。 

○屋山副主査 給与のほうが先にできればいいんですよ、それできちんと。だけれども、

これができないうちに人事局をまずつくってということじゃ意味がないと、こういうこと

です。つまり、給与も含めて一緒にできるならそれは結構だけれども、そういうことです。 

○桜井主査 結局、今、給与まで含めて、要するに採用というか、資格の問題、それか

ら人事評価のあり方の問題、そしてもう一つは給与の問題、これが全部そろわないと人事
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局機能というのは、確かにそれは本当に発揮できるかどうかというと危ういところがある

と。 

 だけれども、給与の面については、多分それぞれの事情があるとは思うんですが、整備

の、要するに機能の割り振りの問題というので、後で片づいたときにそれを持ってきて、

だんだん完成型にしてくるというやり方もあるだろうし、あるいは最初からこれは重要事

項であるということで、最初から持ってくることが必要であると。人事局というものを例

えば設置するということに関して、この辺のことというのは多分大きな分かれ目だと思う

んですよね。 

○田中（一）顧問 屋山先生に質問したいんですけれども、おっしゃる給与の問題につ

いて、この人事局が企画立案するということだけではだめだということをおっしゃってい

るんですか。同時に、今、権限とかどういう機能を果たすべきかということを議論してい

ますよね。そうすると、その給与の中身を…… 

○屋山副主査 給与の問題を放っておいてつくるでしょう。それで、桜井主査が後から

はめ込むとこうおっしゃったけれども、人事局をつくって…… 

○田中（一）顧問 給与のあり方の話をしておられるのか、よく分からない。 

○屋山副主査 私ども、その手順では、給与のあり方をきちんと決めて、どういうふう

にやるべきかということを決めて、そうすると、どのぐらいの陣容が必要かといって器が

決まるんで、器を大体この辺で見当をつけてつくっておいて、後から給与のことをはめ込

んでいくということだと、私は官僚の思うつぼだと思うんですよね。別にだれというんじ

ゃなくて、今までのこういう行革とか改革というときに、とにかく失敗のもとというのは、

そういう基本的なところを手をつけないで、とにかくこれをつくっておこうよというのが

失敗のもとになっているんですよね。 

○桜井主査 これは、公務員制度改革のつくり方というのを一遍に先にしっかりとつく

ってしまって、それでだーっと基本法から展開される各法政の整備というのをしっかりと

つくっちゃっておいて、それで動かすようにしていくか、あるいは、まずは人事局という

ものなら人事局のあり方ということで、これに関連する法制の整備ということで、次に全

体人事システムというのを動かすために、そのほか、さらに何が必要かというのをしっか

りと述べて、それを３年でも５年でもかけて整備していく。どっちのやり方にするかとい

うところで、要するに、私なんかその辺のところというのは、今までの経験論からいくと

とてもそういうふうに段階、ステップ的にはいかないんだとかいう話というのはちょっと

よく分からないんですよね。 

○田中（一）顧問 給与のあり方、そしてそのあり方自体でもかなりレベルがあります

よ。かなり細かいことまで、幹部職員の給与、管理職の給与、一般職の給与、定年を延長

するかどうかという問題も検討になっていますから、ともかくとして、給与のありようを

人事局が検討するんだと、所管だ、権限としてということを決める以上に、屋山さんがお

っしゃる給与のということは、幹部職員なら幹部職員の給与をここで先に決めること同時
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に、組織のあり方が決まっていくということですか。 

○屋山副主査 決めればどのぐらいの組織になるかというのが分かるでしょう。これを

決めないでとりあえず器をつくっておくということだと、この会議が始まる前に日経新聞

が書いたとおりになっちゃうんだよ。つまり我々が全く議論していないことが先にできち

ゃうんだよ。 

○川戸顧問 私、法律のことはあまりよく知らないんですけれども、給与に関する企画

立案権はここが持つというふうな一文を書けばそれで済まないんですか。 

○屋山副主査 いやいや。 

○田中（一）顧問 それで済まないのかな。 

○川戸顧問 そして、その具体的な中身でじゃどういう給与の制度設計をするかという

のは後からでいいわけであって、要するにここはどういう権限を持つかというのが一番大

事であって、これまで人事管理という権限はここで持つみたいな今まで議論をされてきた

けれども、ワーキンググループの一番初めにやはり給与とこれは不可分だとおっしゃった

ように、やはりこれは不可分だから…… 

○屋山副主査 給与はやるとして、器はどうするんですか、どのぐらいのやつを。 

○川戸顧問 そうじゃなくて、給与に関する権限をここで持つということを書いておけ

ば、今度各省庁からヒアリングをしたときにじゃ今どのくらいの人数がかかっているとか、

そういうことで改めてその器の大きさというのが分かるんじゃないかと。だから、給与も

ここの権限に必ず入れるということを書いておけばいいんじゃないかと思うんですが、ち

がいますでしょうか。そういうことですね。 

○田中（一）顧問 私が言うのは、まず甘利大臣がおっしゃっていたように、この人事

局にどういう機能を持たせるかということが一番大事であって、大きさをどうするかとか、

予算をどうするか、人間をどうするかと、それらについては、今、川戸さんがおっしゃっ

たとおりだと私は思っています。 

 ですから、機能を今議論しておるので、その機能を議論しているときに詳細な機能とい

うか中身のことまでやらないと、権限の議論ができないとおっしゃる意味が私は理解でき

ない。権限を議論しているときに…… 

○桜井主査 分かりました。 

 川戸さん、田中さん、それから屋山さんの心配ごとというのも多分共通していると思う

んだけれども、ワーキンググループのこの段階では、まず今の人事局というもののあり方

としてどんな機能が必要なのかということがちょっと軸なんで。やはりちょっと階層別に

どうなるのかというと、全般的に公務員の給与に関しての基本的な考え方、そのテーブル

のつくり方等々については少なくとも人事局というのがやり、そして、その後は、そのテ

ーブルの運用の仕方、それは人事局がテーブルを実際に当てはめていくか、それは人事評

価の問題と今度は連結した話ですから。 

 実施については多分管理職、一般職、その下の人たち、これについては各府省のことで、
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幹部職については、この運用の点はどうするかというのがもう一つあると思うんですが、

だけれども、これは基本法で規定されている。多分評価というのはそれぞれの府省で僕は

幹部職の評価、幹部職が昇格だとか降格だとか、こういう資格から今度は上がる、下がる

というとき、あるいは新しい幹部職の候補者を推薦してくるときについては人事局が適格

性審査ということで入ると、こういうふうに理解してよろしいですかね。 

○岩田顧問 今おまとめいただいた方向だと思います。 

 小山さんのご提案がとても分かりやすいと思うんですね。プラン・ドゥ・チェックがあ

って、一方に幹部職、管理職、一般社員というマトリックスがあって、それで、プランに

ついてはすべて基本的には幹部も管理職も一般社員も人事局がやるということ。 

 そして、ドゥのところですが、ドゥは形式的にはすべて各大臣だと思うんですが、あと

は実質的に人事局がどこまで関与するかということだと思うんです。幹部職については、

任用する、あるいは上に上げる、下に下げる、それから評価をするというところに人事局

が実質的に関与する仕組みをつくるということだと思うんですね。 

 一般社員のところは各省庁に任せるということでいいと思うんですが、問題は、管理職

のところで、例えば幹部職の任用について、そこにかかわるということになれば、それよ

りも下の層についての人材情報がなければ、いきなりそこだけ切るというわけにはいかな

いと思いますので、管理職のところについてはいかに人事情報を人事局が持っておくかと

か、それから、管理職の省庁間の移動には、これを促進する方向でこの人事局が絡むとい

うぐあいに、部分的に管理職のところは絡むということかなと思います。 

 それから、すみません、チェックのところですが、この国民に対する説明責任を負うと

いうことの関係からいっても、チェックのところは幹部職員も管理職員も一般社員も最終

的には人事局が責任を負うと。ただ、チェックするための実務がありますから、それをど

うするかということについては、一部は省庁に任せるということもあるでしょうし、第三

者的な機関にチェックの仕事はお願いするということもあると思うんですが、チェックに

ついての最終責任はここがすべて一般社員についてまで見るというのがおよその整理かな

というふうに思います。 

○小山委員 チェックの範囲をどこの部局がどう担当するかということは、大変大事な

問題です。実は、人事には必ず全体を見る部局があって、企業では、通常、人事部がやる

んですが、そこに総合調整機能というのがあるんですね。各部門が突出した、偏った評価

をしているか、していないか、そういうものを最終的に総合調整するという機能が必要に

なる。 

 仮にプラン・ドゥ・シー、ＰＤＣＡサイクルでいうとＡに当たるところでしょうけれど

も、このＡのところに内閣人事局がどの程度関与していくか、そこの見きわめやバランス、

総合調整をどうしていくか、これは大変重要な検討課題だと思います。 

○桜井主査 それでは、大体議論は、前にも出たのと同じようなものも含めまして、多

分こういうふうに持っていけばいいということで、早速事務局でぜひまとめていただこう
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と。やはりＰＤＣＡと、それからそれぞれの職位、要するに幹部、管理、それから一般と

いうことで、またほかの分け方が必要かどうかちょっと想像つきませんけれども、それを

分けてみて、しっかりと整合性のあるもの、あるいはねらいとして、だれが、何を、どこ

までやるかということをしっかりと書きあらわしてみて、それでねらいとの整合性という

のを確認するということをちょっとしたいと思うんですよね。ぜひ事務局、これは次の

12 日から始まる現状、人事制度、人事管理及び人事制度の分散状況というものと対応さ

せるということが非常に重要なので、ぜひ 12 日前にひとつやっておいてほしいというふ

うに思います。 

 それから、次に…… 

○田中（秀）委員 念のために、プラン・ドゥ・シー・チェックで幹部、管理職、一般

職、そのマトリクスは今どうなっているかという表をつくっておかないと、今どうなって

いるかというのをつくっていただきたい。 

○桜井主査 今どうなっているかは、そういう整理にはなっていないけれども、ただ、

アンケートというか、質問書でばらばらに出てくるという形になるんだよね。それはでき

ますか。 

○堀江参事官 はい。できます。 

○桜井主査 オーケー。ヒアリングというのは、ヒアリングの各部局の実情を解説して

いただくのと、今度はワーキンググループとしては、今のこうあるべきだというのと、こ

のギャップの話、この辺も今度ヒアリングというよりもＱ＆Ａで埋めていくということに

なると思うんですよね。 

○草野委員 一言だけよろしいですか。 

 さっき､小山さんが言われたいわゆる民間企業の場合、人事部の中に総合調整機能を持

っているというのは、これは全くそのとおりで、私ももともと人事の出身ですから、その

辺はよく分かっているつもりなんですが、ただ、公務員のほうはやはり民間企業とそこは

ちょっと違うだろうなと。 

 したがって、内閣人事局が総合調整機能を持つと、やはり田中先生がおっしゃったよう

に巨大権力になり過ぎるので、そこはやはりきちんとチェックできる、監視できるシステ

ムを一方ではつくっておかなきゃいけないんじゃないかなと、そんなふうに思います。 

○桜井主査 今、総合調整で思い出したんだけれども、民間企業の場合には、実力・能

力主義といっても、やはり評価基準がそれなりのことでしっかりと実力・能力主義という

ことで評価項目があるんですよね。それで、絶対評価をしたときに、大体傾向としてはみ

んな上に、要するにあまりいざこざがないように上につけてしまおうという、こういう傾

向もあるんですよね、現実的には。それで、結局は、絶対評価でまずやっていただいて、

それで、その適正を一応各部門で評価してもらって、それで、あとは相対評価で分散をす

るんですよね。これは公務員制度のあたりではどうなっているんですかね。要するに、絶

対評価なのか、相対評価なのか。相対評価のところに今の調整があるんですよね、調整機
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能というのが。 

○田中（一）顧問 その点についてだけ申し上げると、今現在どうなっているか知りま

せんが、私が総務庁時代に人事課長というか、秘書課長をして、やはり一定の枠を決めな

いと、ある局はだーっといっぱい絶対評価、いいのばかりを出してくるし、あるところは

かなり厳しく出してくるというのがあるので、小山さんがおっしゃったように調整機能的

なものがやはり要るんで、絶対評価はなかなか難しい。 

○桜井主査 そうですね。今、私、小山さんが調整機能と言われた、その調整機能の中

にやはり正当に評価してくださいよという話と、それから分布、本当は現実的にはやむを

得ない分布というはめ込み調整、この２つがあるというふうに理解していいですね。 

○渕上審議官 国家公務員の人事評価の現状についてご説明いたします。 

 人事評価自体は、来年度から施行になりますけれども、基本的には絶対評価でございま

す。その人事評価を反映して、例えば査定昇給、毎年何号俸上げるかという査定昇給と、

それから、ボーナスに当たっての反映の仕方というのは、おのずと枠がありますので、そ

れは、そういう意味では総体的に枠の中で当てはめていくということですが、基本となる

人事評価はあくまでも絶対評価でございます。 

○桜井主査 絶対評価だね。賞与だとか何とかというプラスアルファもこれは実績・能

力のほうですから、そこについては、そのトータルは抑えて、配分の方法を調整するとい

うことですね。 

○渕上審議官 結果としては、その段階で相対化されるということです。 

○桜井主査 そうですか。 

 それでは…… 

○屋山副主査 ちょっと質問いいですか。 

 これは黒丸がついているんで、これは予算のときに間に合わせなきゃいけないという関

係があるのかと思って私そう言ったんだけれども、要するに機能をこうですよという話な

んですね。別に予算に間に合わせるとか、そういう話じゃないんですね。 

○桜井主査 要するに、予算関連のもので特に機能の議論でこの黒丸が大事でしょうと

いう意味なんですね。 

 ただし、これだけだと実は、要するに公務員の人事管理というものをどうすべきなのか

という、要するに予算でいきますから。だけれども、そういう項目については重要項目に

値するのが、今までの議論の中で丸のついたやつがあるんですよ。ここの「一元管理」の

ところでは丸のやつが何というと、「一元管理」じゃなくて、人事局の機能の範囲の一番

最初のここのページでは、丸のやつがたしか、７ページ。例えばこういうふうに適格性審

査の基準云々とか、こういうのが丸であるわけですね。こういうところも重要なものは議

論しようということですね。 

 ただ、時間の都合で、できるだけまずは優先的に黒丸からいって、白丸のほうに入ろう

ということですね。 
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○田中（一）顧問 今、事務局がおっしゃったところをちょっと確認したいんですけれ

ども、淵上さんがおっしゃったのは、全省庁を通じてそうなっていますか。 

 私がやっていた十何年前の話ですけれども、やはり勤務評定ではＡは何人から何人ぐら

いにとどめてくださいとか、Ｂはどうとか、Ｄは大体どのぐらいだというようなことをあ

らかじめ、うちの役所だけだったか知らんけれども、示してやっていましたけれども、今

おっしゃる話は、全省庁そういう絶対評価だということはずっと前からですか、最近です

か。 

○渕上審議官 来年度から実施ですので。 

○田中（一）顧問 それなら分かりました。 

○桜井主査 これで、今のところで人事管理の中心事項のところ、やはり資格制度及び

評価制度、人事評価制度、それから給与制度というものの関連性というのは非常にある。

そのもの自体の企画立案も大事だし、その運用というのも大事だと。 

 それからもう一つ、私はちょっと個人的に主査としてまだまだ煮え切っていないなと思

うのは、これは予算関係という意味ではさほど関係しないかもしれないけれども、要する

に、公務員制度、この公務員の今後の効率アップという点も考えていくと、定年制は肩た

たきがなくなって、定年いっぱいまで、あるいは定年も伸ばしていくものということは、

そのままでも人件費がアップしていくなという話にもなるし、それから、定数のこととい

うのは、今の公務員制度では、あれは簡単に首を切るということはできないんでしょう。

そして、やはりどうしたってたまるという方向にいくということになりますよね。 

 一方では、かなり公務員の総額の人件費というのは効率をアップさせて、やはり人件費

は低くしていくということも望まれると。こんな中で、一体そこの管理というのは、人事

制度ではどうやってやっていくんだろうと。 

 この前の議論のときに、いや、それは人件費効率で、人件費をねらって定数のコントロ

ールだとか、あるいは給与のコントロールだとかというものをせざるを得ないなというこ

ともあったけれども、実はそれも難しいと。 

 こういうことというのは、今日実はやりたいと思っていないんですが、これをやるとま

たかなりいきますけれども、これは今後の人事局の発足があったとしても、こういう課題

というのは当然方針なり、展開方法なり、具体的な策なりというものを見出していかなき

ゃいけないということをしっかりと書き込んでいかないとだめだというふうに思いますね。

これも議論が中途半端なんです。 

 それから、３ページ目のほうで、具体的事務の範囲をどう考えるか、これはほとんど今

の議論と同じだというふうに思いますね。 

 それから、３ページの論点の２つ目の黒丸、内閣人事局が担うべき給与等に関する事務

等々の問題というのも、今のＰＤＣＡを整理し、今の人事局との間での機能的な議論とい

うものをすることによって明確にしていこうということでよろしいんでしょうね。 

○草野委員 今の問題で１つだけですけれども、今、主査がさっきおっしゃったような
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問題も、これから総額人件費の問題、当然やっていかなきゃいけないんですが、それはこ

この給与を扱うということも含めて考えると、やはり基本権の問題とどうしても切り離せ

ないというのは、これは当然のことながら出てくるということだけちょっと申し上げてお

きます。 

○桜井主査 そういうふうに解釈しましょうね。 

 それから、中立性の問題、３ページの真ん中ですね。これについて、ここでは論点のと

ころでは、中立性の問題をどう考えるかということで、人事院が公正・中立性の確保の観

点から担っている事務について、これをどうするか、内閣人事局が担う、これは内閣人事

局自身が事務として行うものについての中立・公正性をどう担保するか。この２つですね。

内閣人事局が担うものと、自分自身の局としての事務に対しての公正・中立性、それから

内閣人事局が担う事務全般のものについて、公正・中立性、これについてどう担保するか

ということですね。この辺もちょっと議論をさせていただければと、こういうふうに思い

ます。 

○岩田顧問 人事院からまたヒアリングする機会があると思いますので、そのときにお

話しを聞いてみたいと思いますけれども、人事院が今担っている機能の中で、公正・中立

性の確保の上で絶対に不可欠であると評価されるものは人事局には持ってこない。冒頭の

田中先生のご主張に私はほとんど共感したんですけれども、むしろ中立性・公平性をチェ

ックする人事院の機能は必要であればもっと強くするということが要ると思います。 

 それともう一つ、内閣人事局の、特にドゥのところに関与する部分、例えば幹部職員の

ところですが、ドゥのプロセスの中にも必要であれば内閣人事局の中にそういうチェック

機能を持つことが必要だと思います。田中先生のご提案だと、第三者的な審査の委員会を

そこに設置する、そこに人事院のどなたかが入るということもあるかもしれませんけれど

も、ドゥのところは、みずからも必要であればそういうチェック機能を備えたドゥの仕組

みにするということが必要だと思います。 

○田中（一）顧問 その点について、大部分岩田先生のおっしゃることに賛成なんです

けれども、幹部職員を含めて、人事局が人事をやって、それの中立性云々と、こういうよ

うな場合は、やはり人事院の話を聞いてみなければ分かりませんが、人事院に持たせても

機能しなければしょうがないですから、やはり自分のやったことについてのそういう評価、

中立性が云々という評価は別の機関が、第三者機関がいいのかどうなのか、別の機関がや

っていくのがいいのかというのは一つの議論になるところだと思います。 

 それからもう一つは、倫理問題がありますよね、公務員の。あれは今人事院が持ってい

ますけれども、それをここが持つのか。倫理法がありますよね、あれはここが持つのか、

中立・公正を言っている人事院に持たせるのかというのは、今日結論を出さなくてもいい

けれども、人事院のを聞いてからでいいと思いますが、やはり人事院に持たせるのかどう

なのかということの議論はあると思いますね。 

○屋山副主査 人事院が中立・公正を持っているというのは、頭では分かっていたんで
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すが、例えば郵政のときに特定郵便局長というのは特別公務員ですよね。それが団体をつ

くって政治活動をひときわ目立ってやっているときに、人事院は一切物を言わなかったね。

だから、僕は人事院というのはそういうところで全く信用ができないところだね。だから、

あなたがおっしゃるように…… 

○田中（一）顧問 怠慢…… 

○屋山副主査 怠慢もいいところなんだよ。 

○田中（一）顧問 やらないといかんところでやっていない。それじゃない部分をやる

ためにどうしても…… 

○屋山副主査 そこは悩ましいよね。 

○田中（秀）委員 具体的な話はヒアリングを踏まえて我々は議論すべきだと思うので

すが、人事院の関与の仕方は多分幾つかパターンがあるんと思います。企画立案も含めて、

基本的に人事院が担う仕事、チェックという意味で、例えば意見を聞く仕事。給与制度が

著しく不公平だとか、そういう観点からご意見を伺う。あるいは任免に当たって、人事の

プロということでご意見を伺うとか、関与してもらうとか。このように人事院の関与とい

うのは幾つかのパターンがあると思います。 

 まさに、屋山先生が今おっしゃられたように、我々は明確にする必要があると思うんで

すね。今の公務員制度というのは、実態と制度が乖離しているというのが非常に問題があ

ります。いわゆるキャリア制度も、実はそんな制度はないわけですよ、法令上は。だから、

この人事院の中立性で関与するというなら、ちゃんとルールをつくって、こういう観点か

らこういうときは意見を述べる、最後は大臣であるとか、そもそもそれは人事院にやって

もらいますという話なのか。いずれにしろ、明確にすることが重要だと思います。 

○桜井主査 そのほかにありますか。 

 ちょっと質問させていただきたいんですけれども、要するに、公正・中立性というのを

これを本当に実現させることというのに、こういう制度でこういう仕組みでこういう評価

基準でというか、審査基準でやるべきだというのと、それを実際にやられているかどうか

をチェックするという話と、今の人事院というのは、これは両方とも基準づくりから実際

のチェックをすることから、ある程度は勧告を含めたりということをすべてやっているん

ですか。 

 今、今度の人事局というのができたときに、企画のほうは人事局、そして実際の運用に

ついてはそれぞれの府省なり、幹部だったらば人事局の問題になるけれども、そして、そ

れが本当に公正・中立をルールどおり果たしてやっているのかどうかということをチェッ

クするのが人事院というような役割になるんじゃないかと僕は実は頭で描いているんだけ

れども、そうすると、今の人事院というのはすべてやっているんですかね。 

○田中（一）顧問 それは、屋山さんがおっしゃった問題、郵政問題について、私も同

じ問題意識を持っていました。ただそれは、今、人事官と言うんだよね、正式には、国会

承認人事になっていて、公正にやってくれているという前提に立っているんですよ。それ
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は本当に公正かどうかというのは、社会がというか、国民が判断すればいいということに

なりますね。そういうふうに国会同意人事になっていても的確にやってくれない、あるい

はくれているというような判断をまたもう一つ第三者がやるということにはならない。そ

こは問題だと思います。それはどこの仕事でもそれが言えるんですよ。 

 今、よく各省の不作為というのが問題にされますけれども、それは国会がちゃんと見て

くれればいいんだという、極端なことを言えばそういうことにもなっていきかねないと。 

○草野委員 今、採用業務も人事院ですよね。 

○堀江参事官 ご説明いたします。 

 試験につきましては、採用試験は人事院が行っておりますが、誰を採用するかを決める

のは、各省ということになっております。それから、先ほどの基準の話で言いますと、そ

れはいろいろですので、ヒアリングの際にご確認いただければといいと思いますけれども、

例えば国家公務員法の中では、さまざまな、例えば任用とか能率化、そういったことにつ

いて､根本基準の実施に必要なものは、人事院規則で定めますよということになっておっ

て、その人事院規則でいろいろな基準を定めて、その基準を守っているかどうかは、人事

院規則に基づいて、例えばここで承認をしますよとか、報告をとりますよと、そういうこ

とになっておりまして、ですから、基準を示して、それが基準が守られているかというも

のをチェックする、そこの部分を全部人事院がやっておりますよという部分も広範にござ

いますし、一方で、基本的なところは法律で書いておりますので、後はチェックだけです

よという、人事院のほうから言うと、恐らく各省が権限を持っておって、法律に定まった

とおりにやっているかをチェックしているんであってというところもあるかと思います。

そこはヒアリングの際にご確認いただければと思います。 

○桜井主査 今度新設される人事局というのが中立公正を担保するための基準の方針と

か、基準というのはこうあるべきだとか、それが基準というのは、じゃあ、実際にこうだ

というように基準づくりというのをやるかどうかというと、これはやるということだと思

うんだよね。 

○屋山副主査 人事院の何十年の歴史からいって、一度も義務を果たしていないんだよ。 

○草野委員 屋山さんにそう言われると、なかなか意見が言いづらくなっちゃうんだけ

ど、やっぱり人事局ですべてを作るというんでいいんですかね。僕はやはり、ちゃんと義

務を果たしているかどうかというのはありますけれども、田中先生がおっしゃったように、

一応、人事官３人はあれはたしか国会同意人事で、その中の１人が人事院総裁になるとい

う、たしかそういう仕組みですから、国会法をワークしていないということになれば、話

は別なんだけど、そう思ってもそう思いたくないですし、そうなってくると、そういうも

のが必要かどうかは、もうちょっと進めていかないと、内閣人事局に中立公平性まで全部

持ち込んでも、私はちょっと難しいかな。 

○屋山副主査 そうだとすると、これは臨調のころから言っているんだよね、特別郵便

局長の話は。何度言ってもなしのつぶて。だから、そういう仕組みを持っているんだけど、
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できない事情があるのかということは聞いてみなくちゃいけないですね。 

○田中（一）顧問 全くそのとおりなんだけれども、国会自体が問題にしたくないとい

う事情がございます。 

○屋山副主査 理事者はね。 

○桜井主査 私なんかは、何で公正中立を切り離して人事評価というのを考えるんだろ

うって、ちょっと疑問があるんですよ。要するに、社員というのはこういう基準で評価す

べきだというのは、これは本当に大げさに言うと、お客様のニーズを知ってというのが基

本的にあるし、それから効率的な業務の展開というのをみずから企画し、その創造にチャ

レンジするとか、こういう項目もあるし、ここのお客様のニーズをしっかりと聞くという

だけがどっかにぼんと持っていって、そこが担当ですという、この評価基準づくりですと

いうのは、どうも理解できないんだよね。だから、そういう意味で、今の草野さんに対す

るお答えなんだけども、要するに職員の実際に人事評価というのは、何をもとにして評価

するというのは、そこに当然、やっぱり中立公正のこの項目がある話であって、それを別

途に評価しておいて、別途に中立公正の面ではどうなのかというのは、これがどうも理解

できない。だから一体型だと思うんだよね。 

○草野委員 確かに、評価の基準づくりというのは人事局がやるべき話だと思いますけ

れども、一方でもう一つは上司の問題が一つあるのと、やっぱり政治が絡んでくるという

のが民間企業と基本的に違うところで、そこはやっぱり第三者機関みたいなものを置いて

おかないと、結局力で逆に言うと、政治主導と言っていますから、それは私も賛成なんで

すけれども、一方で変な形になる危険性というのは常に起こされるんじゃないかなと、そ

んなふうに思いますけれども。 

○桜井主査 そうすると、特に強いところはそのチェックですね。基準づくりもあるか

も、政治家の介入だとか、不祥事的なことだとかというチェックのところとそのチェック

項目が何かというところについては人事院という可能性はあるということですね。 

 これもみんなあっちに押しつけちゃいけないけども、実際、現実どうなっているのかと

いうことと、我々が思うあり方というのとで、整理しようということになると思います。 

 それでは、これで次の項目のほう入りたいんですが、一元管理。何か、重要な問題ある

よということがありましたらどうぞ。 

 それじゃ、一元管理のほうに入らせていただきます。 

 一元管理のほうは、これは私前のバージョンで見ていますので、ページがくるっていま

したら言ってください。７ページの真ん中あたり、論点、黒丸があります。 

 内閣官房長に推薦を行うための選考委員会。 

○堀江参事官 失礼します。そこは論点追加しております。 

○桜井主査 これは新しいバージョンね。 

 適格性の審査、候補者名簿作成、任免協議は、どこまでが能力・業績主義徹底の過程で、

どこからが政治応答性の徹底の過程なのかということですね。この辺から始めましょうか。 
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 ちょっと上記に関連して、内閣官房長官に推薦を行うための選考委員会を設置すべきか。

設置する場合には、①、②、③と、特にたしか③のところだったと思うな、第三者機関で

ある人事院との関係はどう考えるかということですね。 

 この中にちょっとご意見をちょうだいしたいと思います。 

 私のほうから。 

 適格性審査と候補者名簿作成と任免協議、どこまでが、言ってみれば、どこからが政治

応答性ということですね。少なくとも、適格性審査というのは、これはもう完全に業績主

義というのは、これをベースにした適格性審査と。候補者名簿作成と適格性審査で、公正

中立を担保されて、そして候補者にしたときに、その中から一体どういう候補者がいいの

かというのは、ポストとの関係で、多分あるんだと思うんですよね。そうすると、Ａさん、

Ｂさん、Ｃさんがいたとして、その中でも優先順位１位はＢさんであるかどうかというの

は、そのポストに対しての適用性というのでどうかということになると思うんですね。こ

こに政治応答性というのが幾分入る可能性はあるし、入っても構わないというふうに私は

理解しますが。完全な政治任用とは違って、私が言っているのは。 

○川戸顧問 政治任用と政治応答性と違いというのをもう少し、私は田中先生の分け方

ってすごくよく分かるので。ここに応答性というのは、政治任用とそこのところをきちん

と整理していただけますか。 

○田中（秀）委員 この辺は私はやや、最後の任命権者としての任命に当たって大臣が

権限を行使するという意味で、そこに至るまでは、基本的には能力・業績主義。最後の判

断で、政治的、それは極端に言えば大臣がこういう次官が必要だと、順位を入れ替えてで

も、政治的な目的を達成するために必要だという判断という意味での応答性はあるかもし

れませんが。基本的には、官房長官が作成する名簿を能力・業績主義に基づいて、ただし、

最終的な決定権は各省大臣なり、総理大臣の協議の中で決めると。 

○桜井主査 官房長官が出す候補者名簿のところまでは、これはもうどちらかというと、

応答性のなしですね。ましてや任命、政治任用もなしに。 

○田中（秀）委員 私自身が先ほど説明したのと繰り返しになってしまいます。およそ、

官房長官がすべて面接を刷るのは無理です。 

○桜井主査 僕も微妙な言い方しているんだけど、明確に言っているのは、要するに候

補者の選定もベースはとにかく適格性審査で公正中立というのは担保され、それから実

績・能力主義も担保されているものですから。それで、候補者名簿というのは、ポスト対

応型のものだと考えていますんで、そうすると、そこには担保されたさらに上の話ですよ。

そこには、好き嫌いじゃないけども、ポストとの対応性ということを評価して、候補者名

簿ができるんだったら、それはいいんじゃないかと。ここに、この話が応答性という話に

なるのかどうか分かりませんが。最後の選出、任免というときには、ある程度の今言われ

ていた応答性というものでやられると。そんな感じになるんですね。 

 僕はだから非常に適格性審査というのは、物すごい大事な審査基準は何、審査基準どお
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りにどう審査をしていくのという。 

○田中（秀）委員 ちょっと関連なのですけれども、適格性審査は、私のイメージは、

いわば免許証、つまり幹部になるためには取っておかなければならないものです。もっと

適格性審査により、今主査がおっしゃられたようにちゃんとスクリーニングしなければな

らないのですが、適格性審査にパスしたからといって、任用されるわけではないというこ

とです。 

○川戸顧問 名簿に載るという。 

○田中（秀）委員 名簿に入り得るということです。それから後は、適材適所になりま

す。あとはそれぞれの具体的なポストにどう張り付けるかというのは適材適所であり、そ

れぞれ審査をするという理解でよろしいですよね。 

○屋山副主査 その場合、余ったのをどうするんですか。ポストからはみ出して余っち

ゃった。 

○桜井主査 あまったのは。 

○田中（秀）委員 課長職で免許証を取っているわけです。具体的には課長職で免許証

を取って、何年後か待っているわけです。 

○屋山副主査 そうすると、課長職で取っておけば、どこかの課長にはまるということ

なんですか。 

○田中（秀）委員 課長は免許はいりません。課長が局長とか審議官になりたいと思う

のであれば、私は少なくとも課長は３年ぐらい勤めて、その免許証の受験資格があると考

えています。 

○屋山副主査 上の小さくなっているでしょ。少ないでしょ。そうすると、あふれた人

はどこに行くんですか。 

○田中（秀）委員 そこはどのぐらい候補者というか、免許証を発行するかというポリ

シーではないかと思います。 

 ただ、課長が審議官とか局長になるときに、そのときに適格審査を受けてもいいんです

けれども、それが一般的になると大変だと思います。年がら年中やっていなきゃならなく

なります。そうじゃなくて、ある程度事前に取れる人は取っておくというということも必

要なのではと思います。 

○田中（一）顧問 屋山さんがおっしゃるのは、あれでしょう。適格性審査のときに、

ある一つのポストがあると、何人か複数の候補が審査を受けるわけですよね。審査で落っ

こった人というか、一つのポストに大体３人ぐらいというのが今まで合意だったんですけ

れども、何人かを審査して名簿を作ると、そのうちの３人の名簿を作ると。３人から実際

は１つのポストしかないわけですから１つ、それは任免する大臣が官房長官、総理と協議

するんだけども、いずれにしても１人しか採用されない、登用されない。あとの２人どう

するのかという問題でしょう。それは現職にとどまるか、スタッフ職になるか、会社にで

も行くか、あるいは専門職になるか。本人の希望と、能力に応じて処遇せざるを得ないん
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じゃないですか。おっしゃるように、滞留していく可能性というか、高齢化していくとい

うんですか、問題があることは事実だと思います。 

○草野委員 今、こちらの田中先生が言われた適格性審査、いわゆるドライバーズライ

センスを持っているというレベルと、さっき主査がおっしゃった中立公正まで含めた上で

も厳格なる適格性審査、ちょっとここに幅があるような感じがするんですよね。だから、

要するに資格のある人は全部いいよというのが今田中先生が言われたところで、多分、主

査が言われたのは、その中でもかなり厳選されて、例えば一つのポストに３人ぐらいのと

ころに絞り込んだ審査というふうに多分意図されておっしゃったんではないか。そうでも

ない。 

○桜井主査 いや、その形態は同じ。僕が強調したいのは、いわゆる管理職の中で、だ

んだん上がってきますね。ここ、この人事評価がありますね。人事評価基準というのは、

当然公正中立のこれも評価基準に入ってくると。それで上がってくる人ということです。

管理職のトップレベルのところにたまってくる人いうのは、これは実はほとんど適格性審

査というのは別にあるとした適格性審査に受けられる人ということですね。 

 それで、ここちょっと問題なんだけれども、プールのところなんか余ったのどうするの

という話。企業的センスで考えると、要するに次に部長になれる人、要するに幹部のほう。

部長になれる人というのは基準が、例えば管理職の一番トップのレベルで３年、そこで仕

事をしているとか、実績がこうだとかというのがあって、部長になれる候補者になるわけ

だよね。候補者の中から適格性審査を多分やるんだと思うんだ。審査。ここが審査をやる

のにも、本人面談、本人を評価しているというのが分かってやるケースだとプールさせな

いといけないんですよ、あまったら。要するに免許証の発行になっちゃうから。そうじゃ

なくて、それは実は書類審査等々で本人はほとんど分からない。それでやると、実際にな

った人だけが給与も上がり、そのポストに給与も上がるということなんですよね。 

 僕は、何か後者のほうのイメージを持っているんだけど。ただ、そうすると、プール人

材になっているんだというのは本人は分からないんですね。実は企業の場合には、実際に

部長になって、自分が候補になったのに何で部長にならなかったのか、じゃあ、候補ポス

トにあるのかな、こんなの全然ないですよね。 

○屋山副主査 それならいいですよね。 

○桜井主査 だから、適格性審査というのは基準としてどうなのか、どこにはめ込んで

どうやって運営するのか、この辺はちょっとあれですね。まだここまではいいんでしょう

ね。 

○田中（一）顧問 ただ、適格性審査だとか候補者名簿というのは極秘情報ですよね。 

○桜井主査 うん。 

○田中（一）顧問 極秘情報ですよね。 

○桜井主査 あれですよ。協議過程は絶対にオープンのほうがいいですよね、これは。

確実に。これをだんまりでやっているんじゃなくて、全員が分かっているというのと、一
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長一短あるんですよね。 

 それから、そうすると、ここのところを整理すると。 

○岡本次長 先ほどの７ページのところなんですが、上の黒丸のほうでご意見を言って

いただいて、その次に第三者委員会のことも書いてありますね。 

○桜井主査 そうね、③ね。 

○岡本次長 こちらの議論を少し。 

○桜井主査 第三者委員会で、中立性公正性を確保しようじゃないかという観点ですね。

この第三者委員会は、ここで言っている第三者委員会は、幹部の候補者に上がった人が妥

当であるかどうかという第三者だっけ。 

○古賀審議官 両方あります。適格性のところもあります。 

○桜井主査 そうすると、両方で２段階、どっちかという意味で。 

○古賀審議官 どっちかというか、適格性審査のところでやるというのが１つの議論と

してあるかなというのはあると思いますけれども、候補者名簿のところ、論理的にはもち

ろんありますけれども、そこら辺のところは作るか、作らないかによって、新しい組織を

準備しなくちゃいけないということになります。 

○桜井主査 それはそうですね。予算の関係ではそうだと思うけれども。理屈として公

平性、中立性を担保するという観点から、これが必要であるかどうかということですね。 

○堀江参事官 ちょっと補足させていただきますと、今ご議論いただいた中で、適格性

審査までが能力・業績主義の徹底なのか。それからそうじゃなくて、その先の名簿作成ま

でがそうなのか。その２つ分かれていたように思いますけれども、最低限適格性審査まで

は、能力・業績主義徹底の過程であるというところに、仮に合意があるとすれば、その能

力・業績主義を徹底するための適格性審査をするためには、内閣人事局が何らかの基準に

基づいてみずからやればいいんでしょうか。それとも、そこで第三者性を担保しなきゃい

けないんでしょうか。その際に第三者委員会を作る必要がありますかと、そこのところを

ご議論いただければということです。 

○桜井主査 はい、どうぞ。 

○岩田顧問 適格性審査だけでは何の意味もないのであって、具体的にポストにひもづ

けされて、候補者が優先順位を付されて、１位候補者、２位候補者、３位候補者というそ

このところまではやっぱり中立公正性を担保する必要があると思うんですね。その上で、

その中から誰を選ぶかというのは、大臣と官房長官と総理が協議をして決めるというそこ

が政治応答性だと思います。ですから、一橋大学の田中先生の案だと、適格性審査をする

委員会と、任命をする委員会とが、別のメンバーになっていたり、そして次官を任命する

ときの委員会と局長審議官を任命するときの委員会は、レベルが違って別の委員会になっ

たり非常に細かく設計されているんですが、そこは場合によっては、１つの委員会でやる

というのは考えられ得ると思います。基本的な考え方は、田中先生のご提案でいいと思い

ます。 
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○田中（一）顧問 確認なんですけれども、これは公募からこの手続に入っている人も

考えてよろしいんでしょうか。 

○桜井主査 ですね。 

○田中（一）顧問 公募はまた別に考えるんでしょうか。 

○桜井主査 公募は別のところで出てくる。 

○田中（一）顧問 公募は同じと考えていいんですね。 

○桜井主査 公募は④でも出てくるね。その次にね。 

○田中（秀）委員 今、田中先生がおっしゃったことについて。別にメンバーとか私は

こだわらないのですけれども、公募を考える以上、もちろん内部者と公募の方がそもそも

は違いますから、全く同じにはできないのですが、できるだけ同じ公平にするためという

のが重要です。もちろん中立公正性、中立性専門性もあるのですけれども、外から来る人

たちも基本的には同じプロセスにかけるというのがねらいです。韓国は、公募をする場合

は、任命なり、審査するメンバーのうち、半分以上は民間の人が入らなければならないと

いうルールも法律に書いています。メンバーの構成についても、細かく規定しています。 

○田中（一）顧問 これ田中先生のほうが専門で詳しいかも分かりませんけれども、ニ

ュージーランドやオーストラリアなんかみたいに、ウェストミンスター型の国だと、チェ

ックする機関が例えば日本で言えば財務次官が欠けたときにだれを選ぶかというときに、

委員会をそれぞれ作ってやるという方式と、一定の委員会を固定的に作るという方法と、

それが１つの論点だと思いますし、もう一つは、当然人事局の幹部と、公平性を担保する

というんですか、人事院の幹部と、それから第三者というか、民間の方々からと。人数を

どうするかという問題はありますが。それから、当該省庁の幹部と、当該省庁入れるかど

うかというのは非常に微妙なことなんですが、私僕はウェストミンスター型の国では入れ

ていると――昔の勉強だから、最近どうなっているか知りませんけれども、そういうこと

であったと思います。そういう論点があるんではないかと思っています。 

○桜井主査 人数はともかくとしても、どういう角度での視点での第三者委員会が必要

か、評価が必要かということで、こうこうこういう分野ということはしっかり出すべきで

しょうね。 

 それから、構成人数については、ワーキンググループで今回そこまで出さなくても、だ

けれどもこれまたあれかな、予算の関係では必要だというのかな。複数人…… 

○田中（一）顧問 非常に微妙なのは、またややこしいんですよね。国会承認人事する

かとか、公的な問題になってくるので難しい。 

○桜井主査 まず、第三者委員会をどのプロセスのところに置くかと。要するに必要か

必要でないか、そしてどのプロセスのところに置くか。それから、その委員会の構成は、

どういう構成であるべきかというところ。それから、定常なんか特別プロジェクト風なの

かというと、やっぱりこれはしょっちゅうこの幹部候補のやつがありますから、これは定

常的に設置するという形でしょうね。 
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 それで、ちょっと待ってください。僕、なかなか聞き取れなかったのは、第三者委員会

が必要であると、中立性担保のために、それでそのプロセス上ではどこのところに置くと

いうのはあれでしたっけ、皆さんのご意見でしたっけ。要するに適格性審査ができて、終

わって、名簿作成をされたときに、それをチェックする。適格性審査で合格した人をすべ

てチェックするというんじゃなくて、名簿作成をされた、要するに候補者名簿、内閣官房

長官における。 

○岩田顧問 ２回ですね、２回。 

○桜井主査 ２回というのはどこですか。 

○田中（秀）委員 適格審査は免許証のチェックです。任用のほうのイメージは順位を

つけるというものです。候補者名簿の原案は次官であれば、例えばですけれども、事務の

官房副長官がつくります。局長クラスは、内閣人事局長がつくります。原案ですよね。候

補者の原案は、委員会が作るのではなくて、情報は内閣人事局にあるわけですから。官房

副長官、事務の官房副長官、もしくは人事局長がつくります。だから、その順位をつける

のが委員会の役割となる。最後は順位の中でもちろん下の人を選んでもいいのですけれど

も、それは大臣が協議して決めます。 

○桜井主査 順位と言われているのは。 

○田中（秀）委員 ３人の中の順位です…… 

○桜井主査 例えば局長クラスになるの、あるいは局長クラスになるの。 

○田中（秀）委員 これは全部要するに幹部職員です。 

○桜井主査 別に。 

○田中（秀）委員 別にですね。そのポストごとになります。 

○桜井主査 じゃあ、ポストごとですね。要するに何々省は何々局長というふうにその

ポスト。 

○田中（秀）委員 具体的に言えば、例えば半年後にある省のある局長がもうやめると

いうことが確認されれば、内閣人事局長がそれにふさわしい人を、別に３人じゃなくても

いいのですが、例えば３人の候補を選びます。それを審査委員会で順位をつけてもらう。

最終的な名簿は官房長官がそれを見て、場合によっては順位を入れかえて、決めます。順

位に基づいて、総理大臣、あるいは各関係大臣が協議して決める。 

○桜井主査 分かりました。じゃあ、候補者名簿に対して、それぞれの要するにポスト

型候補者名簿に対して、そこで。 

○田中（秀）委員 順位を決める。もちろん、考え方としては、そもそも第三者委員会

ですべて候補者名簿の中から選ぶとか、そういう考え方もあると思いますけれども。 

○桜井主査 審査をもって順位を決めるというのと、決まった順位に対して、その審査

を行うというんではちょっと違うんだよね。 

○田中（秀）委員 ３名の候補者を選ぶのは内閣人事局。３人の順位をつけるのが候補

者。あるいは３人とも駄目だと。 
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○桜井主査 両方と言われたもう一つというのは。 

○岩田顧問 もう一つというのは、適格性審査。だから、指定職に上がるだけの能力、

適性があるか。会社だと、社員と役員の間に一線があるように…… 

○桜井主査 候補者名簿に上げる適格性のそのパターンですか。 

○岩田顧問 はい。そこでは相当絞られると思うんですね。それから、総合職だけでは

なくて…… 

○桜井主査 それを第三者が。 

○岩田顧問 はい。第三者がチェックするというのか、そこにはいわゆる総合職だけで

はなくて、専門職、一般職から登用されてきた人もいれば、民間から中途採用する人もい

るでしょうから、それを横に並べて、誰が指定職としての能力適性があるかということの

リストを作る。そのプロセスにも関与するということが必要だと思うんですね。 

 １つつけ加えたいと思いますのは、私は２段階だと思っているんですが、いずれも大き

い委員会のイメージではありません。案を作るのは、例えば人事局の人事局長がやるわけ

ですから、そのプロセスに第三者が入って、公平性を担保するというそのプロセスに関与

するということは大事で、そこで何か大変な作業をやるわけではないので、この委員会と

いうのは規模は小さいものというイメージです。数人だと思います。 

○田中（一）顧問 私は田中さんが今おっしゃるように、順位をつけるところまで必要

かどうかと、順位つけなくてもよろしいと思います。それはそれこそ政治判断もあるでし

ょうし、大臣の好みもあるでしょうし、いろいろございますから、要するに名簿に載せる

だけの能力と実績があるということでよろしいんじゃないかという気がしますね。 

○屋山副主査 岩田さんがおっしゃったのは、その下のレベルの話ですね。 

○岩田顧問 両方です。 

○桜井主査 今適格性審査を合格した人。その中から。 

○屋山副主査 拾うわけですね。 

○岩田顧問 適格性審査というのは、別にすぐに人事の任用に結びつく話ではなくて、

誰が有資格者かというライセンスで。 

○田中（一）顧問 それは法律にもう書いてあるんですね。 

○岩田顧問 そこで１回審査をして、そして実際、任用するときに、ポストにひもづけ

します。 

○桜井主査 一応ダブルで考えるということにして、それで、ただ、これは今岩田先生

が言われた実は本当にこれは難しいんですよ、第三者というのが、的確な審査をできるか

どうかと。適格性審査でなくて的確な審査の。それで、プロセスに入るというやり方がで

きなかったら、実はあまり成果が出てこないんだよね。 

○岡本次長 もう一回すみません、事務的な。それは先生方がおっしゃるのは１個でし

ょうか、それとも各省ごとに。 

○田中（一）顧問 いや、その都度みたいな。 
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○岩田顧問 その都度ですね。 

○岡本次長 その都度に。 

○田中（一）顧問 ２段階ある。 

○堀江参事官 今の一応の方向性として、私が今受けとめたのは、適格性審査もやりま

す。候補者名簿の作成もやりますと。やりますというのは、それについて議論をして、官

房長官に推薦するんですと。両方やるんですと、そこは分かりました。それについてお聞

きしたいのは、その２つの委員会は、それぞれ別の委員会でしょうか。同じ委員会が両方

やればよろしいでしょうか。 

○田中（秀）委員 一番クリティカルな話は、任命するとき、特に次官のときです。次

官の選ぶときのメンバーと局長クラスは僕は違うと思います。例えば次官を選ぶときに、

当該省庁の局長が入るというのはイメージとしてわきませんので、次官のときは違うので

はないかと思います。だから、局長クラスと適格性審査というのは同じというのはあるか

もしれません。それから、各省か内閣人事局か、これも多分議論があるところで、ただ、

次官については、間違いなく人事局しかないと思ういますけれども、局長、審議官クラス

は、事務の繁雑さです。言ってみれば会議のロジですから、その基本的なルールは内閣人

事局が決めてロジは例えば各省にやらせてもよいのではないかと思います。そこは私はあ

まり硬直的には考えてはいません。次官は間違いなく人事局の委員会でやるべきだと思い

ます。局長、審議官は、事務の量の問題です。事務局でできるといえば、僕はそれで別に

問題はないと思いますが、500 人ぐらいですよね、たしか。幹部だけで。もし３年、もし

２年やるなら１年に 200 人ぐらい出るんですか、200 回ぐらいやらなければならないとい

うものになります。人事局でできるのであれば、別に私はこだわらないですが。別に、こ

れもさっきの水戸黄門の議論ではないですけれども、ルールをすべて決めて、ロジは各省

にやらせたって別に、もちろん公正なプロセスが担保されるのであれば、全部自分で抱え

る必要もないのではと思います。 

○田中（一）顧問 重要なんだけれども、この点についてだけは各省に任せるというの

は非常に危険があると私は思います。どのぐらいの数にするとか、どういうやり方をする

かというのはもう少し検討が要りますけれども、やはり内閣人事局が責任を持ってそうい

う委員会を１つがいいのか、たびごとがいいのか、もうちょっと議論する必要があると思

いますけれども。各省に任せるというのはいかがかなと。 

○田中（秀）委員 適格性審査のほうはＡチーム、Ｂチーム、Ｃチームをつくることも

考えられます。人数がもっと多いからです。 

○桜井主査 しかし、僕が思うのは、適格性審査というのは、ある程度一般的に局長、

あるいは部長、局長というところに行く人、ぱっとやる。それと、実際に候補者になると、

今度はポストが対象になって出てくるということで、これは本当は違っていいとは思うん

だけども、だけど、僕は量を考えたときに、そんなに委員会、委員会で二重の歯どめをで

きる数の問題と、それからタイミングの問題、本当にそんなこと可能かって現実を考える
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と、やっぱり候補者のところ、ここで厳格にやっていくということだと思うんだよね。そ

うすると、この候補者の厳格性をやったときに、各省別にそれぞれ違う委員会を作ってや

るのか、それともう省別、あるいはあと何かと別に作る必要があるのか。その辺はちょっ

とよく分からないけれども、とにかく…… 

○田中（秀）委員 おっしゃるとおりで、膨大な評価業務になって、膨大な業務が増え

ます。だからご懸念はおっしゃるとおりで、だから、それをどうやって最小化するかとい

うことなのですが、実際の任用、私が岩田先生がおっしゃったように、任用は担当クリテ

ィカルで、ですから、内閣人事局が全知全能で候補者の名簿の中から最も最適者を出せる

のかが問題になります。常にそこは最適者を出せるという前提に立つならば、任用プロセ

スの審査委員会は不要だと思います。本来、１から議論するんであれば、１つでいいと思

うんですが。 

○桜井主査 僕は第三者委員会にかなり過大な期待をかけちゃいけないなと思って。 

○田中（秀）委員 極論すれば、僕は第三者委員会というのは牽制効果だと思っていま

す。 

○桜井主査 でしょうね。 

○田中（秀）委員 牽制効果です。 

○桜井主査 そうすると、一番大事なのは、やっぱり各管理職の中でどういうふうに上

がってくるかという人事評価でしっかりやっておかないといけないんだと思うんだよね。

ここで能力主義だけのみならず、公正中立というのをいかに評価していくか。こういうこ

とをしておかないと、最後のところで歯どめをかけるだけじゃ駄目だと思うんだよね。人

事評価というのは非常に大事な話ではない。 

○堀江参事官 念のため確認のためですが、先ほど各省ごとにという言葉が出ていまし

たけれども、あくまでも適格性審査、候補者名簿作成については内閣人事局がやりますの

で、各省ごとにという意味は、各省に委員会が置かれるという意味では全くなくて、内閣

官房、内閣人事局に置かれる委員会が各省ごとの構成を作ったほうがいいのか、１本でや

ればいいのかというそういう意味なんですか。 

○桜井主査 それでも同じような意味だよな。 

○田中（一）顧問 おっしゃるように膨大な人数にもなるだろうし、あるいは作業にな

ると思うんで、基本は内閣人事局が責任を持つということで、その手続なり、何なりが適

格がどうかというのをチェックするというぐらいの機能を持たせるというのも１つの考え

方だと思うんですけれども。本当にこれは下手をすると、おっしゃるように膨大なものに

なるし、時間をとるし。 

○桜井主査 これちゃんとやらないと、やっぱりやるんだったらプロセスに入るぐらい

のことをしないと、要するに結局その人たち、委員会の人たちというのは、その人間たち

をよく知りませんから、対象者を。だから、基本的には評価が難しいんだよね。何を評価

するかというと、ちゃんとした手続のもとに、この中立性というのをどう評価したかとい
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うことをチェックしていくことになるんだよね。それで、担保していく以外にないんです

よ。そうすると、厳格なるプロセスどおりに候補者を選んできたかどうかだけを、本人の

評価をするんじゃないんだよね、第三者は。これできっこないんですよ。プロセスなんで

すよ。プロセスの維持をしっかりとチェックするというのはいつもやっている第三者委員

会でやっていると、やはりそれは牽制には物すごくなると思うし、緩まないことになるは

ずなんですよね。だから、案外、手間暇、真剣にやらなきゃいけないんだよね。そうする

と、手間暇かかるからね。そうやったら全部にかけるというのは非常に難しいなと。ちょ

っとそういうこともあるということで、含んで、事務局いいかな。２つあるんだ、意見は。

２つにかける。だけども、やはりしっかりとした第三者委員会での評価ということを考え

ると、１つに集中してプロセスまでしっかり押さえるという意見もありということですよ

ね。 

 それから、各省の問題を聞いていなかったので分からないけれども、申しわけない。 

 人事局の中で。 

○堀江参事官 それは念のため確認を申し上げいただきますけれども、適格性審査は各

省に置くみたいに聞こえたものですからそうじゃありませんということだけ。 

○桜井主査 どうぞ川戸さん。 

○川戸顧問 私はあくまでも最後のチェック機能で申し立てのところでやればいいと思

っているし、人事局というのは初めからそれをきちんと評価をして、お互いに全部やって

上がってくるし、最終的には大臣の考え１つで決まるわけですよね。そこは、公平中立と

は少しはずれるわけだから、やっぱりここで第三者委員会をわざわざ…… 

○桜井主査 それはずれていないと思うんだよね。 

○川戸顧問 ずれてないってそういう意味じゃなくて、全く公平中立というのかな。要

するに大臣の意見で決まるわけですよね。最終的に。 

○桜井主査 公平中立性を担保できない人は、候補者に上がっていないという前提のも

とでないといけないんだよね。 

○川戸顧問 そうそうもちろんだから、そこまでもうしっかりやっているんですから、

逆にここでわざわざ人手をとって、第三者委員会なんて、私は作る必要はないと思うんで

すよね。それぞれがきちんとして評価したから。 

○桜井主査 かなり今度のやつはいかに公平中立性のことと、それからやっぱり政治主

導で適切な人間をポストにつけようということね。 

○川戸顧問 皆さんがすぐおやりになるんだったら、そこまで行くと思うし、それでな

おかつ不服があるんだったら、だって民間の会社でもそうですよね。やっぱり第三者委員

会で。 

○桜井主査 民間の会社は利益を出せない人は駄目だと。効率を上げられない人は駄目

なんだと。顧客視点の動きを知らない人はだめなんですから。 

○川戸顧問 それでもし本当に嫌だったら、それこそ人事院の不服審査の既存のところ
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に訴えればいいだけの話だと私は思いますけれども。そんな巨大なところは作るべきでは

ないと。 

○桜井主査 それでは、これで非常にこれから重要な議論なんで、大事だなということ

だけが皆さんにすごく認識されて、次回、もう一回あるけれども、だけど、かなり効率よ

くいかないといけないなということで、少し論点をよく考えて、それで提案するようにし

て進めていきましょう。 

 それから、次回のところまでには、さっきのマトリックス用ね。これは非常に重要だか

ら、お願いしますね。 

○岡本次長 進め方について、ご相談なんですけれども、今時間が 12 時になってしまい

まして、事務方といたしましてはということであえて申し上げますと、10 ページの公募、

官民交流についてのご議論と、14 ページ、国家戦略スタッフ、政務スタッフについての

ご議論を当初お願いしたいなと思っておったわけです。今、12 時５分になってしまいま

したものですから、どういたしましょうかというご相談なんですが。公募のほうにつきま

しては、今日のところに関連しまして、12 日の議論にも関連いたしますのでいいかと思

うんでございますが、国家戦略スタッフのことについて、できますればご議論お願いした

いと思っておりますが、時間があるので、例えばコメントをしていただくとか、あるいは

このまま続けるとか、その辺をちょっと。先生方のご都合等もございますと思いますので、

よろしくお願いしたいなというふうに思うんですけど。 

○桜井主査 どうですか。これ少なくとも 30 分はかかるね。30 分でやりましょうか。 

 それじゃやりましょうか。 

（「はい」の声あり） 

○桜井主査 それではやりましょう。休憩なしですね。いいですね。 

 ちょっと私これは正直言って予習していないもんだから、ここで多分終わりになっちゃ

うんじゃないかなと思って。 

 それじゃもう棒読みで行きます。新バージョンは 14 ページになりますね。国家戦略ス

タッフ、政務スタッフそれぞれの役割、規模、処遇につきまして、どう考えるかというこ

とで、括弧書きには両スタッフについては、内閣総理大臣補佐官、ついては大臣政務官と

の関係を整理しなきゃいけないということで、もう一つは一定の規模のチームとして活動

することも想定、これはそうでしたね。ばらばらに個人、個人でスタッフとして機能する

のか、あるいはチームとして組織的に機能するようにするのかということを明確にしよう

と。それからその規模、処遇について、弾力的なものにすることでよいか。これは幹部と

違った独立した給与体系、あるいは人事評価体系というようなものを用意する必要がある

かということですね。 

 それから、黒丸じゃありませんけれども、一般職公務員から国家戦略スタッフ、政務ス

タッフに任用された者の退任後の取扱いについてはどう考えるかということですね。いい

人材を集めるということを考えれば、この辺の問題も議論しておかなきゃいけないという
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ことであります。 

 非常に分かりやすい話なんで安心しましたけれども、どうぞ、ご意見。 

○田中（秀）委員 議論の前提として事務局に質問したいのですが、以前の論点ペーパ

ーのところで、国家戦略スタッフと政務スタッフのところで、「自由任用」するという言

葉が書かれていました。その意味について立法過程なり、前回の懇談会の中での議論で、

方向性があるのでしょうか。というのは、政治学の教科書で自由任用というのは明治時代

の猟官制の話を想定して使う言葉なので、特定の意図を持って、あるいは立法者なり、懇

談会の検討の中で、この国家戦略スタッフ、政府スタッフを自由任用するという考え方が

あったのか、ないのか。ちょっと正直言って、初め基本法に「自由任用」という言葉が書

いてあるのかと、私は驚愕しました。 

○桜井主査 基本法は、特別職という表現ですよね。そうでしたね、たしか。それが自

由任用という言葉を使われている。国家主義等々含めてどんなことになっているのか。あ

れは特別職でいいんですということ。 

○古賀審議官 特別な意味を持たせようということではありません。 

○桜井主査 そうですか。じゃあ、もう訂正しておいたほうがいいね。 

○古賀審議官 それは皆さん方のほうで。 

○桜井主査 よろしいですか。特別職。一般職と違うんだというだけの話ですね。 

 どうぞ。 

○田中（一）顧問 これについて、総括的に言うと、国家戦略スタッフといっても、二

通りあるような気がするんですね。つまり、国家として、どのように内閣が変わっても、

総理を支えるために、基本戦略をずっと恒常的に考えていかなければいけない、一定の規

模を持った組織。人とか組織がある一方で、その内閣に特有の、今事務のほうからご説明

ありましたが、特別職でありますから、政治任用ということでもありますから、その内閣

特有の仕事というんですか、戦略のために登用される人という具合に二通り分かれると思

うんですが、その際にちょっとお聞きしたいのは、今の例えば総理の補佐官制度がありま

すよね。あるいは内閣にいろいろ戦略的と思えるような会議なり、何なりがいろいろあり

ますよね。あるのに、これが言われたいゆえんというのは、どうも国会答弁、これとこれ

とこれ引っ張ってもよく分からないんですけれども、現行の制度の使い方次第でいろいろ

できるんじゃないかという点が１つと。もう一つは、さっき言った２つに分けて、前者の

ほうは、かなり恒常的な、それで組織としても必要なんですが、後者のほうですと、総理

によって、内閣において、かなり弾力的に使えるように設定すべきではないかなというふ

うに、これは意見ですけれども、そのように考えております。 

○桜井主査 そうですよね。現在のスタッフの補佐官等々含めて、これとの役割分担は

どうなんだと。こちら、戦略スタッフ、政務スタッフを作っておいて、機能を明確にしつ

ついくと。そうすると、じゃこっちのほうどうなるの、このままぶらっとしておいていい

のかという問題は大きいですよ。やっぱりその辺整理したほうがいいと思うんですよね。 
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 それから、整理の途中で議論の進み方で、この前戦略スタッフというのは、じゃあ、機

能任務としての特に重要なものは、長中期の戦略、国家戦略というものを扱うべきだ。あ

るいは長中期横断的な戦略を扱うべきだということがかなり出てきたと思うんですね。こ

れ別にそうだ、それでいこうというふうに決めていませんけれども、そういう役割分担と

いうことが一つ大きな問題でありましたよね。これはどうですか。改めてご意見を聞かせ

ていただきたいということになると。 

○屋山副主査 今いる内閣の補佐官、補佐、何とか官房長官補とか、そういう人たちは、

やっぱりゼッケンをつけてきているわけですよね。今。だから、それと、例えば民主党が

政権をとったら 100 人入れると言って、今 48 人入っていますよね。そのほか 50 人連れて

くるというのを各省に入れるのか。恐らくシンクタンクみたいにして、国家戦略スタッフ

で持ってくると、そういうことになるかもしれないですよね。 

○田中（一）顧問 屋山先生おっしゃる民主党が 100 人とおっしゃっているのは、各省

に、これイギリス方式を考えていて、各省の実際の行政に入っちゃうんですね、幹部に。

ということで、ここでいうのは政務スタッフということで、大臣のところにスタッフとし

て集めるのか、スタッフだから、これ今おっしゃるようなラインのそれではないと思うん

ですが、単に各省のスタッフ。 

 それから、もう一つは、さっき内閣に官房副長官補だとかいますね。官房長官の下にお

られるこれらは、数年前は私の記憶では、橋本内閣のときだったと思いますけれども、あ

あいう出自というんですか。出身省庁にとらわれないでとる、一定の省庁から固定的には

とらない、そういう原則になっているんです。なっているにもかかわらず、我が内閣はず

っと特定の省庁から固定的に登用している。同じことでそういう宣言というか、方針にも

かかわらず、変わらない。総理が言ったって駄目なんですね、日本国は。いまだに屋山さ

んがおっしゃるように、ひもがついたというか、そういう形になっておると。こういうの

をどうするか、この戦略スタッフとの関係でどう考えるかというのは非常に重要な問題だ

と思うんです。 

○屋山副主査 だから、今の大臣、副大臣、政務官、48 人じゃ足りないと言って、ここ

に入れるというんじゃなくて、ここに入れたって大したことないと思うんです。100 人入

れたって。だって 1,000 人もいるような役所で政治家五、六人入ってきたって、ごまかせ

るに決まっているんだから。だから、別に戦略スタッフを、例えばあるいは菅さんなんか

言っているのは政治任用だよね。局長は全部…… 

○田中（一）顧問 そうじゃないですか。 

○屋山副主査 そういうことならそれはそれでいいんだけれども、戦略スタッフという

とそうすると、一番いいのは、誰が政権とろうと、シンクタンクとして、存在しなくちゃ

いかんという、そういう存在であるべきだと思うんだけども。 

○桜井主査 要するに政権政党にどういうふうにかかわるという意味。 

○屋山副主査 誰が来ても役に立つ。 
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○桜井主査 それは大臣が誰になったとしても。 

○屋山副主査 誰でも。 

○田中（一）顧問 戦略スタッフのことですか。 

○屋山副主査 誰が政権とろうと、何党がとろうと、それはいないと困ると。 

○桜井主査 それで、僕は基本的にやっぱりちゃんとしておかないといけないのは、さ

っきから言っているのは、戦略スタッフは、特に一体何をする人たちなんだということで

すよ。そうすると、何をするということが分かると、今の、それでは内閣官房だとか、内

閣総理大臣補佐官であったり、こういうスタッフの人たちとどうそれを違えるのか。こっ

ちには何を期待するのか。この辺はある程度よく分かっていないと、さあ、じゃあ、内閣

総理大臣に戦略スタッフをつけたときに、その人たちが役割を全うするためには、政治任

用的なものもあり、あるいは出たらば、最後、ノーリターンであるかどうかということも

あり、というふうに議論が進むと思うんですがね、何をする人たちなのかというのが、内

閣総理大臣を補佐するんだ、一言だけでは、基本法に書いてあったのは、国家の重要政策

について、だったな、たしか。特定の重要。 

○屋山副主査 シンクタンクなんかね。 

○堀江参事官 まず基本法でいきますと、基本法の５条１項には、「政府は、議院内閣

制の下、政治主導を強化し、国家公務員が内閣、内閣総理大臣及び各大臣を補佐する役割

を適切に果たすこととするため、次に掲げる措置を講ずるものとする。」ということで、

一号で国家戦略スタッフと政務スタッフを置くということになってございます。 

 一方、国会の答弁でございますけれども、５月 23 日の……前回のコメントございます。

いいですか。 

○桜井主査 読んでもらえば分かるよ。 

○堀江参事官 ポイントは、役割のところでございますけれども、官僚に対する政治の

コントロールを強化すべき、渡辺大臣の答弁でございます。それから、総理大臣による政

治主導の強化を図ることがその眼目。まさに国家戦略の既得器に当たるスタッフという位

置づけ、渡辺大臣です。国家戦略スタッフや大臣スタッフという特別職を設け、まさに裏

方として、大臣、あるいは総理大臣を支える、そういう仕掛けを盛り込んだ、渡辺大臣答

弁。国家戦略スタッフは、総理官邸の裏方として、戦略的かつ機動的な政策判断や迅速な

意思決定の必要性をサポートするもの、まさに国家的な重要政策に係る企画立案に関して

内閣総理大臣を補佐する職、渡辺大臣でございます。あと２つ。本来の議院内閣制にふさ

わしい政策決定プロセスを実現するには、一定のスタッフ裏方が必要だというのが閣僚の

根本にある発想、これが渡辺大臣制度懇でございます。もう一個最後に、大臣が主導して

政策を作るためには、大臣１人で乗り込んでも難しい、ある程度のチームでマニフェスト

実行部隊を作っていくということが必要と、渡辺大臣制度懇のコメントでございます。 

 以上でございます。 

○田中（一）顧問 それで、渡辺大臣も爾来そうおっしゃっているんだけれども、今や
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ろうと思えば、総理の補佐官がおられるわけですよね。補佐官に何人か部下をつけられる

んですよね。その規模があれでいいかどうかというのはありますよ。ありますし、政務ス

タッフは別として、戦略スタッフのほうで言うと、今のシステムのどこが具合が悪いのか

というと説明がない。今やろうと思ったらできるんですよ、総理大臣は。ただ、総理大臣

によって、フルに使ったり、使わなかったり、任命したけれども仕事をさせないで、部下

もつけないでという方もおられました。だから、今の制度では名前が戦略スタッフとない

だけであって、補佐官を使おうと思ったら幾らでも使えるというふうに思うんだけれども、

どこが足らないのかという説明がない。それはどうなんですか。 

○堀江参事官 そこについての国会答弁のご議論はございません。ただ、今ご説明申し

上げました国会の答弁から言いますと、チームとして云々かんぬんというところ、今の内

閣総理大臣補佐官は５名以内で特別職でございます。その下に事実上一般職の職員をつけ

ておりますが、一般職の職員ですので、それは職業公務員であるという位置づけになって

おります。ですから、特別職としてチームを組むようなものが必要だというようなことが

一応、この国会答弁からはうかがえるのではないかと推測します。 

○桜井主査 川戸さん。 

○川戸顧問 私、この議論のときにちょっと欠席したものですから、よく分からないん

ですけれども、田中先生のペーパー２枚目と同じように、私の理解は国家戦略スタッフと

いうのは、あくまでも官邸にいる人たちで公務員というとらえ方だったんですけれども、

それでいいんですか。先ほどおっしゃったのは、局長何とかも戦略スタッフになる。それ

はないんですね。一般公務員は、事務次官に至るまでこれはいいですね。だから、国家戦

略スタッフというのは、官邸で働いて、特別職で働いているという人というわけでいいわ

けね、しかも政治任用された人。今なぜ働かないかって私は見ていると、やっぱり定員が

あったりというので、これ以上増やせないというこのネックが非常に強いんですよね。だ

から、補佐官を、だからそこを定員をたくさんしたいというのが多分このねらいなんじゃ

ないかと思っているんですが、いかがでしょうか。 

○桜井主査 田中（秀）委員。 

○田中（秀）委員 今の質問とそれから主査がおっしゃられた役割の話について。議論

の整理、私は２つの極端なケースという意味でお話しするのですが、イギリスなどでは、

ポリティカルアドバイザーというのは大臣とか首相に忠誠を誓うという仕組みです。ある

いはアメリカの大統領補佐官というのもそうです。あくまでも、大統領に忠誠を誓う。も

し、そういうイメージであれば、今日お配りいただいた中で言えば、多分内閣総理大臣補

佐官、あるいは秘書官の人数を増やすとか、もっと弾力的にいろいろなことができるよう

にするというのが１つのイメージです。もう一つは、広報官とか情報官というのは、やや

ちょっと特殊な世界だと思うんですが。内閣官房副長官補の３人とその下にいる人たち、

ここを大きくするインスティテューショナルな話があります。戦略スタッフにします。、

この場合は、一定の身分の人たちはみんな政治任用になりますが、ちょっと法的に検討し
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たほうがいいと思うんですけれども、いわば内閣官房の総合調整機能をその政治任用職が

指揮命令を担い各省をコントロールしていくことになります。ここが総合調整なり、ある

いは企画立案含めて、各省をコントロールしていくこおちなる。多分そうなっていくんだ

ろうと思うんです。内閣官房の政治任用職はそうなんだと言ってしまえばそれはそれでい

いのかもしれないのですが、その２つのイメージがあるのではないかというふうに思いま

す。後者の場合だと、内閣官房の組織について議論刷る必要があります。一応中央省庁改

革でこの絵を作ったわけですが、それをそれなりに議論して変えなければらなないのでは

ないか。前者の話では、もちろん予算であるとか、定員の話はもちろんありますが、あく

までも総理大臣に対して戦略的にアドバイスをする。総理大臣にこうこうやるべきだと言

って、総理大臣から各省に命令をさせるという役割を担わせるのか、そもそも内閣官房の

インスティテューショナルな組織として、各省を、指揮命令、あるいは調整していくのか

と。その多分２つのどちらかを選ばなければならないんじゃないでしょうか。 

○桜井主査 後者のインスティテューション方式であると、今の内閣官房をどうするか

というこっちのほうの議論が重点ですよね。 

○田中（秀）委員 それが田中先生の意味ですよ、今やっているのに、何で問題がある

かということなのです。 

○桜井主査 そういうことになりますよね。どうぞ。 

○岩田顧問 基本法の書き方を見ますと、内閣の重要政策のうち、特定のものと書かれ

ておりますので、その内閣によって、内閣の重要テーマ、もし例えば国家公務員制度改革

というのがその内閣の非常に重要なテーマであるということであれば、それを進めるため

に、内閣総理大臣を補佐するチームが国家戦略スタッフとして置かれる。だからどういう

テーマでどういう規模で置かれるかというのは、相当自由度を持たせて、その時々の政権

が置きやすいようにということだと思うんですね。そういうことを考えると、今の補佐官

は、こちらに吸収されるのか、合体されるのかよく分かりませんけれども、補佐官と別の

ものとして置かれるということはあり得ないと思います。 

 それから、今、田中先生ほかが言われました副長官補の下にたくさんの内閣審議官とか

内閣参事官がいます。この人たちの仕事の仕分けが大事じゃないかと思うんです。日常的

に総合調整機能を果たすために必要な仕事というのは政権がどう変わろうとあると思うん

です。副長官補の下のこういう体制を残すということだと思うんですが、話を聞いてみな

いと分かりませんけれども、その時々の重要なテーマについて、こういう人たちが使われ

ているということになれば、つまり今もう既に戦略スタッフ的な仕事をしている人もいる

かもしれませんので、その場合にはこことも整理が必要になってくるかなと思います。 

○桜井主査 はいどうぞ。 

○屋山副主査 山谷えり子さんが文科省の特別補佐官になりましたよね、文教政策。そ

うすると、要するに力関係で伊吹さんが大臣だから、要するに山谷さん何言ったって動か

ないんだよね。だから、あれはあまり意味がないから、岩田さんおっしゃったように整理
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して、国家戦略スタッフにするとか、そういうふうにしないと、国家戦略スタッフに繰り

入れないと、今みたいな補佐官、５人の補佐官で幾ら言ったって、文科省の大臣のおれの

ほうが大物だぐらいに思っているとまるっきり動かないんだよね。 

○桜井主査 草野さん。 

○草野委員 多分、これはもう当たり前のこととして、内閣、特に内閣総理大臣のいわ

ゆる戦略を作るスタッフがあまりにも少な過ぎるんで、そこにきっちりしたものを入れて

いこうと。そうなってくると、政治任用ということがまず基本的にあるんじゃないかと思

うんですよね。内閣が１年でころころ変わっているのに政治任用もねぇとは、これはいい

んですが、そうなってくると、今の役所から来られている方々は、結局本籍を持って、屋

山さん流に言うとゼッケンをつけていっているから、ゼッケンをつけていないスタッフを

きちんと置いてやろうというのが多分この趣旨だと思うので、そうだとすると、やっぱり

原則的に政治任用というのがまずあるのかなというふうに私は思いますけれども。 

○田中（一）顧問 関連で。だからこそ特別職にしてあるんだろうと思いますけれども、

過去の例で言うと総理補佐官で定員があってもそれを満たさない場合もありました。それ

から、さっき屋山さんがおっしゃった山谷さんの例が典型的なんだけれども、これはこの

戦略スタッフをどういう形で置いても、各省の大臣との衝突は必ずあります。それは、総

理のこれはあくまでも戦略スタッフでありますから、総理があの場合だと文科大臣に対し

て、あなたのところはちょっとストップしてろと、黙っていろと言えばいいんですよ、調

整としては。これ過去の歴史で言うと、補佐官じゃないけれども、第二臨調で土光さんが

やっていたときには、改革というのは全省庁に及ぶわけです。どの大臣も文句を言いたい

わけですよ。ところが、中曽根総理は、あなた方黙っておれと、言わせなかったというこ

となんですよ。だから、この国家戦略スタッフに何か特定の仕事をやらせるときは、各省

のそれはストップするか、あるいは結論が出るまでストップするか、あるいは調整をする

かという話になっていくんだろうと思います。 

○桜井主査 もう大体結論出ているね。戦略スタッフというのは、やはり先ほどの草野

さんの話じゃありませんけれども、今、総理を政策的な戦略性で支えるという意味で総理

が使い勝手のいいものを作るんだと。それで、内閣官房との機能・役割の違いというのは、

多分相当ダブるとは思うけれども、だけども機能の仕方という面では、機動性を豊かにし

たものが戦略スタッフ、それからそうでない通常の重要政策について、これを一つ一つ組

織的に片づけていくのが内閣官房というような役割。そうすると、戦略スタッフのところ

というのは当然のことながら政治任用ということ。だから、出入りというのは、政治任用

は、官僚を政治任用したときに、戦略スタッフに入れたときに、あとは戻るのかというと。

これ絶対に総理の、そのときの総理の側ですよね。重要政策に対してやはり国益、国際社

会の中の国益を重視しながらいろいろとやっていくんですから、やっぱりひもついちゃい

けないですから、だからひもつきというのが非常にカットしなきゃいけないんで、これは

戻るということをできないような形にしないといけないと思いますよね。そうすると、戻
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るということができないということになると、どうなるんですか。やっぱりやりたいとい

う人は多くなるんですか。 

○田中（一）顧問 まさにそれは重要な問題なんですが、田中さんがこれについてはお

っしゃりたいと思いますが、一言。せっかく戦略スタッフとか言いながら、あるいは政務

スタッフとか言いながら、国家のためゼッケンを外した格好で仕事をするわけですよね。

そういう人を改めてもし任用するとすれば、さっきからかえるとおっしゃいますけれども、

勝手にかえれないわけですよ。局長にするなら局長、次官にするなら次官にする審査が要

るわけですよね、さっきのプロセスで。ですから、私は堺屋先生おっしゃる、今日はいら

っしゃいませんが、先生の持論に対しては、むしろ異論があって、人によりけりだと思っ

ております。 

○桜井主査 はいどうぞ。 

○田中（秀）委員 今おっしゃられたように、要するに自動的には戻れないのです。む

しろ、問題は、総理大臣がおれのために尽くしてきたんだから、あのポストにつかせると

いうことが問題になるんだと思います。リスクをとって、国家戦略スタッフになったわけ

で戻るのであればスクリーニングプロセスをへる必要があります。そういうルールだと思

います。 

○桜井主査 そうですね。だけど、基本的には総理に尽くしていく、政策的に、戦略的

に、そういう気構えじゃなきゃ駄目なんだよね。 

 どうぞすみません。 

○岩田顧問 基本的には非常に政治色の色のつく人ですから、その人がまた通常の公務

員に戻るというのは望ましくないと思うんですね。今、まさに主査がおっしゃったように、

ここで働けば、政権と命をともにするという。ただ、そうするといい人材が集まらないと

いう問題も一方にあるので、例外的に戻る道もあっていいと思うんですけれども、そのと

きは少なくとも出身の省庁には戻さないという条件をつけないといけないと思います。 

○屋山副主査 そりゃいいな。そりゃいい。 

○桜井主査 あとは評価、処遇のことですよ。範囲で。 

○屋山副主査 戻ることになったら必ず出世コースになるんだよ。 

○田中（一）顧問 戻るということは、今度の新しいシステムであり得ないんじゃない

か。審査するから、内閣官房長官のところでさっきさんざん議論したように、名簿まで作

るわけですから、幹部について。ですから、自動的には帰れないんですよ、帰そうと思っ

ても。 

○田中（秀）委員 係長なら戻れるかもしれないですね。 

○桜井主査 それじゃ、基本的なところは今のやつで。 

○古賀審議官 １点だけ確認なんですが、政務スタッフについては、基本的な考え方は、

国家戦略スタッフで言うところの「総理」のかわりに「大臣」というふうに置きかえれば

いいというふうに考えるのかということと、それから、今のご議論では何となく総理補佐
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官との関係はもう整理して、１つの統合したものとして考えるということだったかと思う

んですけれども、政務スタッフの場合に、例えば政務官との関係について、それと同じよ

うに考えるのか。あるいはこれはちょっとやっぱり、やや総理補佐官と政務官というのは

もともと性格がかなり現実には違うものになっておりますので、政務官というのは置いて

おいて、新しく政務スタッフを作るということなのか。 

○田中（一）顧問 今おっしゃる意見に私は基本的に賛成なんですが、今も国家行政組

織法が、あるいは内閣府設置法が、法律どおりに履行されていないんです。各省大臣はみ

ずからの申し出によって――法律に書いてあるんですよ。申し出によって、副大臣なり、

大臣政務官候補を内閣に申し出ることになっているんですね。それで内閣が決めるという

ことになっているはずですが、現実はそういう手続はなくて、総理、官房長官が、あれは

大臣にできなかったけれども、こうするか、ああするか、派閥も考えて決めているという

ことなんですね。したがって、大臣と副大臣、政務官の一体性がない。これが現実なんで

す。法律にはちゃんとそうするようになっているんです。日本国は幾ら法律で書いてあっ

ても、それを守らないということがあるんで、そこが一番問題なんですよ。ですから、今

度置くときは、まさに副大臣なり、政務の大臣のスタッフがいるわけですから、おっしゃ

るように別でもいいんです。そこに今の大体３人なり、４人なりおられますけれども、多

いところ４人でしたっけ。４人おられますが、そのほかに当該省の規模によって、あるい

はそのときの抱える課題によって、人数を局長クラスから、課長クラス、補佐クラスでも

いいんですけれども、一定の人数を置くと。ただ、その規模は今日議論する時間がなかっ

たんですけれども、省によっても、その時点によっても違うから、弾力的に私は決めるべ

きだと思っています。一定に要っても要らなくても決めるというんじゃなくてですね。 

○桜井主査 はい。 

○川戸顧問 私の理解がもうひとつ違っていたのかもしれませんけれども、国家戦略ス

タッフ、政務スタッフともに官邸の中に入って、つまり違うんですか、これ。 

○田中（一）顧問 政務スタッフは各大臣のです。 

○川戸顧問 政務スタッフが大臣という意味。つまり、今の組織、官邸の中を見てみま

すと、要するに官邸の中に政治家が非常に少ないんですよ、実は。ここが非常に問題で、

政と官との関係とか、そういうのがあって、ここにどれだけ、いわゆる政務スタッフとい

う、政治家がやる政務スタッフという意味で各省庁だけじゃなくて官邸の中でもうちょっ

といろいろなことができるような政治家を増やしたほうがいいなという理解で、私は。も

ちろん各省庁の大臣、政務官、ここはこれでいいんですけれども…… 

○古賀審議官 ですから官邸のほうの国家戦略スタッフにどういう人を入れるかという。 

○川戸顧問 だから、国家戦略スタッフというのは別に政治家それ以外の人とは関係な

いという意味ね、これ。 

○屋山副主査 政治には、だから。 

○川戸顧問 分かりました。国家戦略スタッフの中に政治家も含まれるということです
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ね。 

○堀江参事官 特別職でございますので、そこは自動的には決まってきません。政治家

が当たれるかどうかは、国会法の問題でございます。国会法のほうで国会議員が兼職でき

る行政府の組織が決まっておりますので、そこで指定されるかどうかによって、政治家が

着けるかどうかは決まるということです。 

○川戸顧問 だから、考え方としてはここにもうちょっと政治家を入れたいというそも

そもの発想からこれができたんじゃないかと私は理解したんですが、どうもそれ違うみた

いですね。 

○田中（秀）委員 議論を整理させていただくと、要するに各省での問題は、何が問題

かというと、要するに大臣が来て、平均１年しかいない。要するに情報がないわけですよ

ね。孤立しているということです。だから、そこにちゃんとチームを作りましょうという

ものです。田中先生がおっしゃったように、実は制度上はできるんですよということなん

ですが、実際の話はともかくとして、大臣を支えるスタッフはどうあるべきかということ

を多分議論しなければなりません。理想的に言えば、せっかく副大臣と政務官がいらっし

ゃるんですから、彼らはチームに入ってきて、その中でさらに秘書官であるとか、ほかの

国だと二、三人ぐらいのポリティカルアドバイザーが入り、あるいは現役の一般職業公務

員も入って、大臣を支える、いわゆるセクレタリーは別ですけれども、副大臣や政務官も

含めて、10 人とか 20 人の大臣室、あくまでもそれは大臣をサポートするチームであって、

これもさっきの議論と同じように、実際の指揮命令は大臣が局長に指示をするわけですけ

れども、大臣を支えます。多分、定員から言えば、既存の大臣官房参事官であるとか、そ

ういう人たちを政治任用職に切りかえるということになるんだろうと思います。どういう

サポート体制にするかです。大臣によって好き嫌いもあるでしょうから、それなりに弾力

的にそういうチームを作れるようにするということだろうと思います。 

○田中（一）顧問 １点だけ、大事なことを１つだけ。副大臣というのはラインです。

大臣政務官はスタッフなんですけれども、今度、政務スタッフというのは、スタッフであ

りますから、名前のとおりに。副大臣はもう大臣と同様のラインだと考えないといけませ

んから、先ほどは大臣が、副大臣や大臣政務官候補を申し出られるということを申し上げ

たのであって副大臣はスタッフではないということだけ言っておきます。 

○岩田顧問 さっき事務局のほうからご説明があったから、それで足りたんですけれど

も、この戦略スタッフというのは常勤職だと私は思っているので、政治家の方が政治家や

めてこられるのはもちろんあり得ますけれども、国会議員の仕事と両立する仕事かどうか

という問題があるんじゃないかと思いました。 

○桜井主査 それでは大体いいですか。 

 まとめるには、今、田中先生がまとめていらっしゃいましたけれども、ちょっと一言だ

け非常に初歩的な質問になるかも。政務官というのは、各省別に存在するんですか。それ

とも全部に。 
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○田中（一）顧問 各省別です。 

○桜井主査 各省ごとに。 

○屋山副主査 ごとに。大臣、副大臣、政務官２人と。 

○桜井主査 今度の政務スタッフというのは、全部共通の。 

○田中（一）顧問 いや役所ごとに。 

○屋山副主査 役所の。 

○桜井主査 それで分かる。分かりました。 

 それでは、どうも今日は 40 分延長しまして、ご苦労さまでした。ありがとうございま

した。 

 それで、一応論点のところは、重要なものは終わりなのかな。次回、ぜひヒアリングと

マッチングするような先ほどのフォーマット等々は整理しておきますので、それを母体に、

またヒアリング、議論をしたいというふうに思います。よろしくお願いします。 

 どうもありがとうございました。 


